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第一部【企業情報】 
第１【企業の概況】 
 １【主要な経営指標等の推移】 
  （1）連結経営指標等 
  

（注）1．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 
2．売上高には消費税等は含まれておりません。 
3．第92期自己資本利益率は、自己資本、当期純利益ともにマイナスのため記載しておりません。 
4．株価収益率については、１株当たり当期純損失が計上されているため記載しておりません。 
5．平成16年５月７日付で、株式５株を１株に併合しております。なお、１株当たり当期純損益は、期首に併合が行われた
ものとして計算しております。 

6．第95期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 企業会計基準第５号 平成17
年12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準委員会 企業会計
基準適用指針第８号 平成17年12月９日）を適用しております。 

  
  
  
  次へ 
  

回次 第91期 第92期 第93期 第94期 第95期 

決算年月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月

売上高 （百万円） 13,469 12,864 12,559 12,937 13,289 

経常損（△）益 （百万円） △537 △805 △286 △140 △457 

当期純損（△）益 （百万円） △252 △889 △296 △216 △315 

純資産額 （百万円） 137 △765 1,542 1,333 2,114 

総資産額 （百万円） 18,468 17,063 15,873 14,802 13,708 

１株当たり純資産額 （円） 1.03 △5.80 38.98 33.74 25.69 

１株当たり当期純損（△）益 （円） △1.91 △6.74 △9.01 △5.47 △7.99 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

（円） － － － － － 

自己資本比率 （％） 0.7 △4.5 9.7 9.0 7.4 

自己資本利益率 （％） △153.6 － △76.4 △15.0 △26.9 

株価収益率 （倍） － － － － － 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

（百万円） 594 439 △192 854 772 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

（百万円） 882 △275 △88 △85 △173 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

（百万円） △1,460 △466 14 △815 △432 

現金及び現金同等物の 
期末残高 

（百万円） 1,645 1,342 1,076 1,029 1,196 

従業員数 
〔外、平均臨時雇用者数〕 

（人）
463 
（187）

451 
（177）

425 
（199）

388 
（219）

373 
（198）



  （2）提出会社の経営指標等 
  

（注）1．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 
2．第91期から第93期まで及び第95期の自己資本利益率は、自己資本、当期純利益ともにマイナスのため記載しておりませ
ん。 

3．売上高には消費税等は含まれておりません。 
4．株価収益率については、１株当たり当期純損失が計上されているため記載しておりません。 
5．平成16年５月７日付で、6,831百万円の資本を無償で減資しております。 
6．平成16年５月７日付で、株式５株を１株に併合しております。なお、１株当たり当期純損益は、期首に併合が行われた
ものとして計算しております。 

7．平成16年６月30日付で、第三者割当増資を実施し、1,299百万円を資本に組み入れております。 
  

  

回次 第91期 第92期 第93期 第94期 第95期 

決算年月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月

売上高 （百万円） 10,802 10,303 10,253 10,809 11,417 

経常損（△）益 （百万円） △256  △553 63 9 △316 

当期純損（△）益 （百万円） △223 △907 △23 △139 △38 

資本金 （百万円） 6,900 6,900 1,368 1,368 1,368 

発行済株式総数 （千株） 132,000 132,000 39,531 39,531 39,531 

純資産額 （百万円） △1,513 △2,421 154 15 △23 

総資産額 （百万円） 14,146 12,997 12,192 11,443 10,956 

１株当たり純資産額 （円） △11.46 △18.34 3.91 0.39 △0.59 

１株当たり配当額 （円） 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 

（うち１株当たり中間配当額） （0.00） （0.00） （0.00） （0.00） （0.00） 

１株当たり当期純損（△）益 （円） △1.70 △6.87 △0.72 △3.54 △0.97 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

（円） － － － － － 

自己資本比率 （％） △10.7 △18.6 1.3 0.1 △0.2 

自己資本利益率 （％） － － － △164.3 － 

株価収益率 （倍） － － － － － 

配当性向 （％） － － － － － 

従業員数 （人） 255 240 279 257 239 



 ２【沿革】 
 当社は、昭和17年５月、瀬戸内海航路を経営する大阪商船株式会社、摂陽商船株式会社、土佐商船株式会社、阿波国共同汽船

株式会社、宇和島運輸株式会社、合名会社尼崎汽船部、住友金属鉱山株式会社の７社が船舶及び現金を出資し、瀬戸内海、九

州、四国一円にわたる貨客の輸送を目的として、資本金1,500万円（所有船舶86隻・４万８千トン）の関西汽船株式会社を設立致

しました。 

 関西汽船株式会社設立から現在までの主な沿革は次のとおりであります。 

  

  

昭和24年５月 証券取引所の再開にともない東京、大阪両証券取引所に株式を上場 

昭和23～27年 海外航路へ進出のため、外航適格船の購入並びに建造を図るとともに、 

  日本／バンコック定期航路を開設 

  以降、沖縄・韓国・東南アジア・オーストラリア方面への定期・不定期航路の拡充を図る 

昭和34年９月 待合所における食料品・物品の販売を目的とし、 

  関汽商事株式会社（現・連結子会社）を設立 

昭和35年２月 大型観光船「くれない丸」並びに「むらさき丸」の建造により、 

  阪神／高松・別府航路に昼間航行の観光便を開設 

昭和36年３月 海運代理店業、旅行斡旋業を目的として株式会社関汽交通社（現・連結子会社）を設立 

昭和50年３月 外航貨物部門を分離し、同年４月同部門の営業権を関汽外航株式会社へ譲渡 

昭和50年８月 株式会社関汽交通社より旅行部門を独立し、 

  株式会社関汽トラベルエージェンシーを設立 

昭和57年６月 別府港における代理店業務、港湾作業を目的とし、 

  別府ポートサービス株式会社（現・連結子会社）を設立 

昭和60年３月 四国向け郵便輸送の陸送化に対応し、関汽運輸株式会社（現・連結子会社）を設立 

昭和60年９月 明岩海峡フェリー株式会社（現・連結子会社）設立 

  翌61年11月より日本道路公団の航路権譲受し営業開始 

平成７年２月 大阪／別府航路を再編し、１日３便体制から大型フェリー４隻による２便体制に移行 

平成10年４月 明石海峡大橋の開通により大阪／徳島航路並びに神戸／高松航路を廃止 

平成10年４月 大阪／那覇航路を休止（平成11年４月航路廃止） 

平成10年４月 明石フェリー株式会社（現・連結子会社）設立 

  同年７月より明岩海峡フェリー株式会社の航路権譲受し営業開始 

平成12年６月 明石フェリー株式会社の営業権及び営業用資産を明石淡路フェリー株式会社に譲渡 

平成12年７月 株式会社ダイヤモンドフェリーとの阪神／四国／中九州航路における 

  業務提携並びに共同運航を開始 

平成12年10月 明石海峡大橋の開通により大阪／高松航路（高速船）を廃止 

平成12年12月 明石／岩屋航路の運航会社として明淡高速船株式会社（現・連結子会社）を設立 

  （平成13年４月営業開始） 

平成17年12月 株式会社関汽トラベルエージェンシー（連結子会社）を清算 

平成18年12月 明淡高速船株式会社明石／岩屋航路休止 

    

    

    



 ３【事業の内容】 
  
   当社グループは、当社、子会社９社、関連会社３社及びその他の関係会社１社により構成され、海上運送業、飲食業・商品販
売業、その他事業（陸上運送業、海空運代理店業）の３部門に関係する事業を主として行っております。 

   各事業における当社並びに関係会社の位置づけは次のとおりであります。 
   なお、次の３部門は「第5 経理の状況 １連結財務諸表等（1）連結財務諸表 注記事項（セグメント情報）」に掲げる事業
の種類別セグメント情報の区分と同一であります。 
  
〔海上運送業〕……会社数６社 

    当社は瀬戸内海・九州・四国一円にわたり、自動車の航送及び旅客の輸送事業を営んでおります。本事業に関する会社は連
結子会社の播淡聯絡汽船㈱、明石フェリー㈱、明岩海峡フェリー㈱、明淡高速船㈱であります。 

    なお、明淡高速船㈱は、平成18年12月31日をもって航路休止致しました。 
    その他の関係会社である㈱商船三井は当社への事業資金の融資を行っております。 
  
〔飲食業、商品販売業〕……会社数３社 

    飲食業を営む連結子会社の関汽商事㈱は、主として当社の運航する船舶内で、食堂、売店、又当社各港待合所内で売店を経
営しております。 

    子会社の㈱ケイ・マリンズは、主として農産食品等の商品を販売しており、関連会社の明石大橋総合サービス㈱は、高速道
路上のサービスエリアの運営及び通行料金収受業務等を行っております。 

  
〔その他事業〕 

   （陸上運送業）……会社数２社 
     連結子会社の関汽運輸㈱は郵便物の陸上運送業を営んでおり、関連会社の高松エクスプレス㈱が路線バス事業を営んでお

ります。 
   （海空運代理店業）……会社数３社 
     連結子会社の㈱関汽交通社、別府ポートサービス㈱は主として当社及び関係会社の海運代理店業を営んでおり、関連会社

の高松商運㈱は海運、航空代理店業等を営んでおります。 
   （旅行斡旋業） 
     関汽商事㈱は、平成18年12月１日に旅行部門を㈱エムオーツーリスト西日本（現社名 さんふらわあトラベル㈱）に営業

譲渡し、平成18年12月31日現在は当事業を行っておりません。 
  

〈事業系統図〉 
  

以上の事項を事業系統図によって示すと、次のとおりであります。 
  

  
（注）無印：連結子会社 

※1：子会社（持分法適用） 

※2：関連会社（持分法適用） 

※3：その他の関係会社（持分法被適用） 

  

海 
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運 
送 

業 

  
  

  

関 
  
西 
  
汽 
  
船 
  
㈱ 
  
  
  
当 
  
社 
  

資金の融資
←―――― ※3.㈱商船三井 海上運送業 

        

  

自動車の航送及び旅

客の輸送事業 

  

役務の提供
――――→ 

播淡聯絡汽船㈱
明石フェリー㈱ 
明岩海峡フェリー㈱ 
  
明淡高速船㈱ 

船舶貸渡業 
船舶貸渡業 
海上輸送附属施設 
賃貸業 
旅客輸送事業 

    

          

飲
食
業 
・
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品
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売
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飲食業・商品販売業 

  商品販売
←―――― 
――――→ 
船内食堂委託 

関汽商事㈱
※1.㈱ケイ・マリンズ 

飲食業・商品販売業
商品販売業 

    

    

    

      

    ※2.明石大橋総合
サービス㈱ 

サービスエリアの 
運営等 

          

そ 

の 

他 

事 

業 

  
陸上運送業 

  関汽運輸㈱
※2.高松エクスプレス㈱ 

陸上運送業 
路線バス事業     

        

  
海空運代理店業 

  
役務の提供
←―――― 

㈱関汽交通社
別府ポートサービス㈱ 
※2.高松商運㈱ 

海運代理店業 
海運代理店業 
海運・航空代理店業     



 ４【関係会社の状況】
 

（注）1．議決権の所有割合又は被所有割合の（ ）内は、間接所有で内数を表しております。 

2．関汽商事㈱については売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が10％を超えておりま
す。 

3．有価証券報告書提出会社であります。 

名称 住所 
資本金 
（百万円）

主要な事業の 
内容 

議決権の 
所有割合 
又は被所有 
割合（％） 

関係内容 摘要 

（連結子会社）             

関汽商事㈱ 
大阪市 
港 区 

96 
飲食業 

商品販売業 
100.00 

当社の船内営業部門を委託 
役員の兼任  4名 

※２

㈱関汽交通社 
大阪市 
北 区 

40 海運代理店業 100.00 

当社の海運代理店業 
当社による資金貸付…有 
事務所の賃貸 
役員の兼任  2名 

  

関汽運輸㈱ 
大阪市 
城東区 

49 陸上運送業 90.00 役員の兼任  3名   

別府ポートサービス㈱ 
別府市 
汐見町 

10 海運代理店業 
70.00 
（30.00）

当社の海運代理店業 
当社による資金貸付…有 
事務所の賃貸 
役員の兼任  2名 

※１

播淡聯絡汽船㈱ 
兵庫県 
津名郡 

27 船舶貸渡業 53.59 役員の兼任  4名   

明岩海峡フェリー㈱ 
兵庫県 
明石市 

90 
海上輸送附属 

施設賃貸業 
58.33 
（31.67）

役員の兼任  5名 ※１ 

明石フェリー㈱ 
兵庫県 
明石市 

100 船舶貸渡業 
55.00 
（30.00）

役員の兼任  5名 ※１ 

明淡高速船㈱ 
兵庫県 
津名郡 

90 旅客輸送事業 
66.50 
（66.50）

役員の兼任  3名 ※１ 

（持分法適用子会社）             

㈱ケイ・マリンズ 
大阪市 
港 区 

10 商品販売業 100.00 役員の兼任  4名   

（持分法適用関連会社）             

高松商運㈱ 
香川県 
高松市 

20 
海運・航空 

代理店業 
20.00     

明石大橋総合 

サービス㈱ 
兵庫県 
淡路市 

200 
サービスエリア 

の運営等 
30.90 
（20.23）

役員の兼任  2名 ※１ 

高松エクスプレス㈱ 
香川県 
高松市 

120 路線バス事業 40.00 役員の兼任  3名   

（その他の関係会社）             

㈱商船三井 
大阪市 
北 区 

64,915 海上運送業 
（被所有）
37.37 
（0.72）

当社への資金貸付…有 
※１ 
※３ 

主要な損益情報等 （1）売上高 1,659百万円 

  （2）経常利益 26  

  （3）当期純利益 25  

  （4）純資産額 120  

  （5）総資産額 352  



 ５【従業員の状況】 
  （1）連結会社の状況 

（注）1．従業員数は、就業人員であります。 

2．従業員数の（外書）は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。 
  

  

  （2）提出会社の状況 

（注）1．従業員数は、就業人員であり、内訳は陸上従業員51名、海上従業員188名となっております。 

2．従業員の平均年間給与は賞与を含んでおります。 

  
  （3）労働組合の状況 

①陸上従業員の労働組合は、関西汽船労働組合と称し、全国的単一組合である全日本海員組合（全日海）に加入しておりま

す。その他、全日本港湾労働組合関西地方阪神支部関西汽船分会と称し、全国的単一組合の全日本港湾労働組合（全港

湾）に加入しております。 

  

②海上従業員は、全国的単一組合である全日本海員組合（全日海）に加入しております。 
  

平成18年12月31日現在

  事業の種類別セグメントの名称   従業員数（人） 

  海上運送業   243 （ 20）  

  飲食業・商品販売業   64 （ 27）  

  その他事業   66 （151）  

  合計   373 （198）  

平成18年12月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

239 41.3 15.2 5,302,748 



第２【事業の状況】 
 １【業績等の概要】 
  （1）業績 
  
     当連結会計年度のわが国経済は、企業収益の改善を背景とした設備投資の増加や堅調なアジア向けの輸出に支えられて景

気は全般的には緩やかな回復基調にあるものの、地域・業界・企業間ではまだ回復のスピードや格差が斑模様であり、一方
原油価格高騰の長期化など、当社を取り巻く経営環境は一段と厳しさを増し推移いたしました。 

     このような情勢のもと、当社グループは平成16年度から平成20年度までの5年間を実施期間とする「経営改善計画」の実行
に邁進しております。この計画に則り、平成17年4月に株式会社ダイヤモンドフェリーと営業組織を統合して共同営業センタ
ー「フェリーさんふらわあ」を発足させました。さらに、平成18年3月1日付で両社の「友の会」組織を一本化して、共通の
会員組織「瀬戸内海倶楽部」を設立、また、両社子会社の旅行部門を統合して「さんふらわあトラベル株式会社」と改称の
うえ平成18年12月1日より営業を開始するなど、お客様の利便性とサービスの向上を目指すとともに、両社の統一的な戦略立
案・実行を行い営業効率・業務効率を高めることによる収益向上に全力を傾注しております。 

     当連結会計年度の業績につきましては、国内物流関係において順調に推移しましたが、旅客・乗用車輸送はＥＴＣ割引な
どの有料道路通行料金低減化の影響や他社フェリーをはじめ高速バス・航空機など他の交通機関との競争もさらに熾烈さを
増し、特に阪神／四国間輸送においては、本州四国連絡橋や高速道路網の進展などによる影響を受けました。一方で、燃料
油価格の高騰に伴い、平成18年4月1日付及び平成18年10月1日付で燃料油価格変動調整金を適用いたしました。この結果、当
期の売上高は132億8千9百万円（前連結会計年度比2.7％増）となりました。費用面では、株式会社ダイヤモンドフェリーと
の業務提携を通じて航路運営の効率化を進めるとともに、各部門にわたり徹底したコスト削減等の合理化努力を重ねました
が、燃料油価格の記録的な高騰の影響を補うまでに至らず、経常損益は4億5千7百万円の損失（前連結会計年度1億4千万円の
損失）となりました。また、特別利益として船舶の機関故障に関する解決金や固定資産売却益など3億1千7百万円、特別損失
として減損損失など4億5千9百万円を計上しましたので、当期純損益は3億1千5百万円の損失（前連結会計年度2億1千6百万円
の損失）となりました。 

  
    なお、セグメント別の業績は次のとおりであります。 

  

    ①海上運送業 
      売上高は116億6千2百万円（前連結会計年度比6.0%増、外部顧客売上高113億4千9百万円）で前連結会計年度を上回りま

したが、費用面において、各部門にわたるコスト削減効果を超える燃料油価格高騰の影響を受け、営業損益は前連結会計
年度と比較して3億3千5百万円悪化し3億2千7百万円の営業損失となりました。 

   

    ②飲食業・商品販売業 
      主として船内での飲食業でありますが、売上高は13億4千5百万円（前連結会計年度比7.4%減、外部顧客売上高11億7千5

百万円）で前連結会計年度を下回りましたが、営業損益ではコスト削減効果により前連結会計年度と比較して4千万円改善
し、2千7百万円の営業利益となりました。 

  
    ③その他事業 
      海運代理店業、一般貨物自動車運送業等でありますが、売上高は11億7千2百万円（前連結会計年度比14.9%減、外部顧客

売上高7億6千5百万円）で前連結会計年度を下回りましたが、営業損益ではコスト削減効果により前連結会計年度と比較し
て7百万円改善し、1千1百万円の営業利益となりました。 

  
  
  
  
  
  次へ 
  



  （2）キャッシュ・フロー 
     当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ1億6千6百万円増加

し、当連結会計年度末には11億9千6百万円となりました。 
  

    当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

  

    （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

      営業活動により得られた資金は、7億7千2百万円となりました。これは、資金を伴わない減損損失4億3千8百万円、減価

償却費10億8千5百万円があったものの、税金等調整前当期純損失6億円を計上したことによるものであります。この結果、

前連結会計年度に比べ8千1百万円の資金減少となりました。  

  

    （投資活動によるキャッシュ・フロー） 
      投資活動により支出した資金は、1億7千3百万円となりました。これは主に、船舶の改造等の有形固定資産取得によるも

のであります。この結果、前連結会計年度に比べ8千7百万円の資金減少となりました。 
  

    （財務活動によるキャッシュ・フロー） 
      財務活動により支出した資金は、4億3千2百万円となりました。これは主に、借換分及びその他の長期借入金の返済のた

め61億2千6百万円を支出したものの、借換に伴い、長期借入金56億8千8百万円の収入があったことによるものでありま
す。この結果、前連結会計年度に比べ3億8千2百万円の資金増加となりました。 

  



 ２【生産、受注及び販売の状況】
 

  （1）販売実績 
  

  （注）上記金額には消費税等は含まれておりません。 
  

 
 

 ３【対処すべき課題】
 

    当社グループは、平成16年１月策定の「経営改善計画」に則り、株式会社ダイヤモンドフェリーとの共同営業センター「フ
ェリーさんふらわあ」を通じて収益向上とコスト削減を図ることにより、厳しい経営環境においても収益を維持できる黒字体
質の確立に取組んでおります。 

    当社においては、安全運航が経営の基盤であるとの認識のもと、輸送の安全と環境保護を徹底する社内体制を確立すること
により、グリーン経営認証及び会社・管理船舶全船を対象とする任意ＩＳＭコードを取得いたしました。また、運輸安全一括
法の施行に伴い作成の「安全管理規程」に則り、従来にも増して安全管理体制の充実を図ってまいります。 

    さらに、お客様にやさしい取組みを積極的に進めており、すべての船舶及び港に、一次救命処置に効果的なＡＥＤ（自動対
外式除細動器）を設置するなど、今後とも当社の社会的責任を果たすため積極的に取組んでまいる所存であります。 

    なお、燃料油価格の高騰が継続している中で、構造的な外部環境の変化に対応し、損益の向上を図るため、平成19年２月14

日開催の取締役会において、「中期経営計画（平成19年度から平成21年度まで）」を策定しており、当該計画の着実な達成に

向けて邁進してまいります。  

  

     

     

  

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

  海上運送業   11,662  106.0  

  飲食業・商品販売業   1,345  92.6  

  その他事業   1,172  85.1  

計 14,180  102.5  

  消去   △890  99.6  

合計 13,289  102.7  



 ４【事業等のリスク】
 

  （1）経営成績について 
  
     提出会社は、平成16年度において、株式会社商船三井並びに株式会社三井住友銀行を割当先とする第三者割当増資を実施

し、また、株式会社三井住友銀行による債務免除を受け、債務超過の状態を解消するとともに、平成20年度までの５年間を

実施期間とする「経営改善計画」及び、その後の燃料油価格の高騰に対応した運賃値上げ、並びに燃料油価格変動調整金の

導入等の施策を織込んだ「修正改善計画」を策定、実行してきました。 
     しかしながら、燃料油価格は更なる上昇を続け、その影響を全て運賃に転嫁することは困難であること、及び、他の輸送

機関との競争が激化していること等により、当連結会計年度においては営業損失を計上しており、経常損失及び当期純損失

の発生が継続している状況にあるため、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在しております。 
     提出会社は、燃料油価格の高騰が継続している現状を踏まえ、平成19年２月14日開催の取締役会において、以下の内容を

骨子とする「中期経営計画（平成19年度から平成21年度まで）」を策定いたしました。 
  
    ①物流スペースの有効活用及びロング貨物への傾斜を促進するとともに、運航スケジュール及び寄港地を見直しコスト削減

を図る。 
    ②共同運航を実施している株式会社ダイヤモンドフェリーの新造船導入（平成20年度予定）によるスペース増強を梃子に、

最適航路・投入船腹を策定し、貨物の増量を図るとともに、等級・料金の見直しを行い、旅客・乗用車客の誘致を図る。 
    ③構造的な外部環境の変化に対応し、損益の向上を図るため、現在の別府航路の運航体制の見直しを含む抜本的施策の検討

を進める。 
  
     これにより平成19年度以降は、営業損益、経常損益ともに黒字化を達成できる見通しであり、商船三井グループのフェリ

ー会社の1社として、引続き同社の支援のもと、当該計画の着実な達成に向け、損益基盤と財務体質の改善に努める所存で

す。 
     しかしながら、今後の「中期経営計画」の成否如何によっては、会社の事業の継続に重要な影響を及ぼす可能性がありま

す。 
  
         
  （2）事業活動について 
      
     当社グループの主たる事業である海上運送業におけるトラック、旅客の輸送は、景気動向や台風の異常な襲来、業界及び

他ルートとの競合等によっては需要の縮小を招き、業績に影響を受ける可能性があります。 
     この他に当社グループの事業活動において、悪影響を及ぼす可能性があると考えられる主なリスクには、次のようなもの

があります。 
  
    ①船舶燃料油価格の変動 
      当社グループの事業では、船舶運航のための燃料の調達が不可欠であります。船舶燃料油の市場価格は概ね原油価格に

連動しており、原油市場の急激な上昇は当社グル－プの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  
    ②船舶の運航 
      当社グループは、安全運航の確保を経営の基本方針に掲げ、船員教育や訓練を充実させて事故を起こさないよう万全の

体制をとっております。しかしながら、不慮の海難事故などにより、人的被害や当社グループの資産に物理的被害が発生

する恐れがあります。また、洋上での油濁事故等による海洋汚染が発生した場合は事業及び業績に悪影響を及ぼす可能性

があります。 
  
    ③金利の変動 
      当社グループは、有利子負債の削減に努めていますが、運転資金及び設備資金は主として外部借入れにて行っておりま

す。このため、変動金利で調達している資金については、金利の変動の影響を受けます。また、金利の変動により、将来

の資金調達コストが影響を受ける可能性があります。 

     なお、上記は当社グループの事業その他に関し、予想される主なリスクを具体的に例示したものであり、ここに記載され

たものが当社グループのすべてのリスクではありません。また、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在におい

て当社グループが判断したものであります。 
  
   



 ５【経営上の重要な契約等】 
    該当事項はありません。 

  

  
 ６【研究開発活動】 
    該当事項はありません。 
  
  

 ７【財政状態及び経営成績の分析】 
  
  （1）経営成績 

       

     売上高は、前連結会計年度に比べ2.7%増収の132億8千9百万円となりました。これは、旅客・乗用車輸送はＥＴＣ割引など

の有料道路通行料金低減化の影響や他社フェリーをはじめ高速バス・航空機など他の交通機関との競争もさらに熾烈さを増

し、特に阪神／四国間輸送においては、本州四国連絡橋や高速道路網の進展などによる影響を受け低調でありましたが、ト

ラック輸送が順調に推移し、また、燃料油価格の高騰に伴い、平成18年4月1日付及び平成18年10月1日付で燃料油価格変動調

整金を適用したことによるものであります。 

  

     営業損益は、2億6千7百万円の営業損失（前連結会計年度は20百万円の営業利益）となりました。これは、各部門にわた

り、コスト削減等の合理化努力を重ねましたが、原油価格の記録的な高騰を補うまでには至らず、運航費が増加したためで

あります。 

  

     経常損益は、4億5千7百万円の経常損失（前連結会計年度は1億4千万円の経常損失）となりました。これは、長期借入金の

借換により支払利息は減少したものの、営業損益が悪化したことによるものであります。 

       

     当期純損益は、3億1千5百万円の純損失（前連結会計年度は2億1千6百万円の純損失）となりました。これは、特別利益と

して、船舶の機関故障に関する解決金2億1千7百万円、生活航路の維持に関する補助金収入5千2百万円、同航路休止による船

舶売却益2千8百万円などを計上しましたが、一方で、経常損失の悪化に加え、特別損失として、減損損失4億3千8百万円など

を計上したことによるものであります。 

       

  

  （2）財政状態 

       

     資産の部は、前連結会計年度末に比べ10億9千3百万円減少し、137億8百万円となりました。流動資産は預金の増加などに

より、前連結会計年度に比べ2億4千6百万円増加し、27億4千5百万円となりました。固定資産は、主に船舶等の有形固定資産

の減価償却により、前連結会計年度に比べ13億4千万円減少し、109億6千2百万円となりました。 

  

     一方、負債の部は、前連結会計年度末に比べ5億9百万円減少し、115億9千4百万円となりました。流動負債は、営業未払金

の増加や一年以内返済の長期借入金の増加などにより、前連結会計年度に比べ9億5千7百万円増加し、35億7千5百万円となり

ました。固定負債は、長期借入金及び退職給付引当金の減少などにより、前連結会計年度に比べ14億6千7百万円減少し、80

億1千8百万円となりました。 

       
     純資産の部は、当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 企業

会計基準第5号 平成17年12月9日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準
委員会 企業会計基準適用指針第8号 平成17年12月9日）を適用し、少数株主持分を純資産の部に計上したため、21億1千4
百万円となりました。また、当期純損失を計上したことにより、利益剰余金が減少し、自己資本比率は前連結会計年度に比
べ1.6ポイント減少し7.4％となりました。 

       

  



第３【設備の状況】 
 １【設備投資等の概要】 
    当連結会計年度中に実施した設備投資は258百万円であり、その主なものは海上運送業における船舶の改良工事によるもので

あります。 
    なお、当連結会計年度中に、海上運送業において、明淡高速船の航路休止に伴い、連結子会社（播淡聯絡汽船㈱及び明石フ

ェリー㈱）所有の船舶２隻（前期末帳簿価額40百万円）を売却しております。 
  
  

 ２【主要な設備の状況】 
  （1）船舶 

（注）1．総屯数及び載貨重量屯数の括弧内は、共有船他社持分を加えた数字であります。 
2．用船は近海商運㈱からであります。 

  

（注）1．総屯数及び載貨重量屯数の括弧内は、共有船他社持分を加えた数字であります。 
  
（在外子会社） 

該当事項はありません。 
  

（提出会社） 平成18年12月31日現在

事業所 
（所在地） 

部門 船種 区分 
隻数 
（隻）

総屯数 
（屯） 

載貨重量屯数
（屯） 

平均 
船齢 
（年） 

乗組員数 
（人） 

帳簿価額 
（百万円）

本  社 
（大阪市北区） 

内航旅客 
自動車航送 

フェリー 

自社船 ４ 32,438 13,254 12 191 6,419 

共有船 １ 
1,456
（9,711）

528
（3,520）

14 55 1,380 

定期船部門 用船 １ 4,277 2,419 19 26 63 

合計 ６ 
38,171
（46,426）

16,201
（19,193）

－ 272 7,863 

（国内子会社） 平成18年12月31日現在 

事業所 
（所在地） 

部門 船種 区分 
隻数 
（隻）

総屯数 
（屯） 

載貨重量屯数
（屯） 

平均
船齢 
（年）

乗組員数 
（人） 

帳簿価額 
（百万円）

明石フェリー㈱ 

（兵庫県明石市）
貸船部門 

フェリー 

共有船 

１ 
1,456
（9,711）

528
（3,520）

14 55 208

油送船 １ 
349

（3,491）
500

（4,999）
6 15 105



  （2）船舶以外の設備 

  （注）従業員数の（ ）内は平均臨時雇用者数を表示しております。 
  

  （注）従業員数の（ ）内は平均臨時雇用者数を表示しております。 
  
（在外子会社） 

該当事項はありません。 
  
  
  

 ３【設備の新設、除却等の計画】 
    該当事項はありません。 
  

（提出会社） 平成18年12月31日現在

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別 
セグメントの 
名称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 

従業員数
（人） 建物及び

構築物 

機械装置 
及び車両 
運搬具 

土地 
（面積㎡）

その他 合計 

本社事務所 
（大阪市港区） 

海上運送業 業務設備等 164 0 － 6 172 
219 
（19）

別府支社 
（大分県別府市） 

海上運送業 業務設備等 15 6 － 0 22 4 

松山支社 
（愛媛県松山市） 

海上運送業 業務設備等 22 － 
22 

（308.77）
0 45 6 

名古屋支店他 
その他営業所・事務所 

海上運送業 業務設備等 3 5 － 0 8 10 

（国内子会社） 平成18年12月31日現在

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類別 
セグメントの 
名称 

設備の内容

帳簿価額（百万円） 
従業 
員数 
（人）

建物 
及び 
構築物

機械装置
及び車両
運搬具 

土地 
（面積㎡） 

その他 合計 

関汽商事㈱ 
本社他 
（大阪市 
港区） 

飲食業・商 
品販売業他 

販売設備等 62 1 － 6 69 
64 

（27）

㈱関汽交通社 
本社他 
（大阪市 
北区） 

海運代理店業 販売設備等 － 0 － 0 1 
22 

（69）

関汽運輸㈱ 
本社他 
（大阪市 
城東区） 

陸上運送業 業務設備等 1 58 － 0 60 
24 

（12）

別府ポート 
サービス㈱ 

本社他 
（大分県 
別府市） 

海運代理店業 販売設備等 － 0 － 1 1 
20 

（70）

播淡聯絡汽船㈱ 
本社他 
（兵庫県 
津名郡） 

船舶貸渡業 業務設備等 0 － － － 0 
1 
（1）

明岩海峡 
フェリー㈱ 

本社他 
（兵庫県 
明石市） 

海上輸送附属 
施設賃貸業 

係留岸壁等 39 － 
1,148 

（13,317.42）
－ 1,187 1 

明石フェリー㈱ 
本社他 
（兵庫県 
明石市） 

船舶貸渡業 業務設備等 － 5 － － 5 0 

明淡高速船㈱ 
本社他 
（兵庫県 
津名郡） 

海上運送業 業務設備等 － 0 － － 0 2 



第４【提出会社の状況】 
 １【株式等の状況】 
  （1）【株式の総数等】 
   ①【株式の総数】  

  
   ②【発行済株式】  

  

  （2）【新株予約権等の状況】 
     該当事項はありません。 
  

  （3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

（注）1.資本準備金3,200百万円を全額取崩して欠損の填補に充当したものであります。 

   2.資本金6,900百万円を無償で6,831百万円減少して欠損の填補に充当したものであります。 

    また、株式の併合（５株を１株）により、発行済株式の総数が105,600千株減少しております。 

3.第三者割当：発行株式数 13,131,200株、発行価格 198円、資本組入額 99円 

   4.資本準備金1,299百万円を全額取崩して欠損の填補に充当したものであります。 

  

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 105,600,000 

計 105,600,000 

種類 
事業年度末 

現在発行数（株） 
（平成18年12月31日） 

提出日現在 
発行数（株） 

（平成19年3月30日） 

上場証券取引所名又 
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 39,531,200 39,531,200 

㈱大阪証券取引所 
（市場第二部） 
㈱東京証券取引所 
（市場第二部） 

完全議決権株式であ
り、権利内容に何ら
限定のない当社にお
ける標準となる株式 

計 39,531,200 39,531,200 － － 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式 
総数残高 
（株） 

資本金 
増減額 
（百万円） 

資本金 
残高 

（百万円） 

資本準備金 
増減額 
（百万円） 

資本準備金 
残高 

（百万円） 

平成16年3月30日
（注）1. 

－ 132,000,000 － 6,900 △3,200 － 

平成16年5月7日 
（注）2. 

△105,600,000 26,400,000 △6,831 69 － － 

平成16年6月30日 
（注）3. 

13,131,200 39,531,200 1,299 1,368 1,299 1,299 

平成17年3月30日 
（注）4. 

－ 39,531,200 － 1,368 △1,299 ― 

割当先 株式会社商船三井 12,626,200株 

  株式会社三井住友銀行 505,000株 



  （4）【所有者別状況】 

（注）1．自己株式 4,878株は「個人その他」に 48単元及び「単元未満株式の状況」に 78株含めて記載しております。なお、自

己株式 4,878株は株主名簿上の株式数であり、平成18年12月31日現在の実質保有株式数は4,678株であります。 

2．上記「その他の法人」の欄には、（財）証券保管振替機構名義の株式が、149単元含まれております。 
  
  （5）【大株主の状況】 

  

  

平成18年12月31日現在

区分 

株式の状況（1単元の株式数100株） 単元未満 
株式の状 
況（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の 
法人 

外国法人等 個人 
その他 

計 
個人以外 個人 

株主数 
（人） 

― 16 49 112 11 9 19,634 19,831 ― 

所有株式数 
（単元） 

― 41,982 1,934 171,838 3,329 128 175,981 395,192 12,000 

所有株式数 
の割合（％） 

― 10.63 0.49 43.48 0.84 0.03 44.53 100.00 ― 

平成18年12月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（％） 

株式会社商船三井 大阪市北区中之島3丁目6番32号 14,476 36.62  

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町1丁目1番2号 1,818 4.60  

住友信託銀行株式会社 大阪市中央区北浜4丁目5番33号 1,312 3.32  

株式会社新来島どっく 愛媛県今治市大西町新町甲945番地 792 2.00  

三井住友海上火災保険株式会社 東京都中央区新川2丁目27番2号 514 1.30  

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内1丁目2番1号 360 0.91  

ダイビル株式会社 大阪市北区中之島3丁目6番32号 264 0.67  

三菱重工業株式会社 東京都港区港南2丁目16番5号 264 0.67  

株式会社サノヤス・ヒシノ明昌 大阪市北区中之島3丁目6番32号 264 0.67  

ピクテ アンド シー 
ヨーロッパ エスエー 
（常任代理人 株式会社三井住
友銀行） 

1 BOULEVARD ROYAL L-2016 LUXEMBOURG
LUXEMBOURG 
（東京都千代田区丸の内1丁目3番2号） 

250 0.63  

合計 20,315 51.39  



  （6）【議決権の状況】
 

   ①【発行済株式】 

（注）1．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、（財）証券保管振替機構名義の株式が14,900       株（議決権

149個）含まれています。 

2．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式78株が含まれています。 

  

   ②【自己株式等】 

  （注）上記のほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が 200株（議決権2個）あります。

なお、当該株式数は前記①「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」に含まれております。 

  

  

  

  （7）【ストックオプション制度の内容】 

      該当事項はありません。 

  

平成18年12月31日現在 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 4,600 － 
権利内容に何ら限定の
ない当社における標準
となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式 39,514,600 395,146 同上 

単元未満株式 普通株式 12,000 － 同上 

発行済株式総数 39,531,200 － － 

総株主の議決権 － 395,146 － 

平成18年12月31日現在

所有者の氏名 

又は名称 
所有者の住所 

自己名義所有 

株式数（株） 

他人名義所有 

株式数（株） 

所有株式数の

合計（株） 

発行済株式総数に 

対する所有株式数の

割合（％） 

関西汽船株式会社 
大阪市北区中之島 
３丁目６番32号 

4,600 － 4,600 0.01 

計 － 4,600 － 4,600 0.01 



 ２【自己株式の取得等の状況】 
    【株式の種類等】 旧商法第221条第6項の規定に基づく単元未満株式の買取請求による普通株式の取得及び会社法第155

条第7号に該当する普通株式の取得 
  
  （1）【株主総会決議による取得の状況】 
  
      該当事項はありません。 
     

  （2）【取締役会決議による取得の状況】 
  
      該当事項はありません。 
  

  （3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 
  
    旧商法第221条第6項及び会社法第192条第1項の規定に基づく単元未満株式の買取請求による取得 

  （注）当期間における取得自己株式数には、平成19年3月1日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りによる株式

数は含めておりません。 

  
  （4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】  

  

  （注）当期間における保有自己株式数には、平成19年3月1日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りによる株式

数は含めておりません。 

  

 ３【配当政策】 
 当社は、株主に対する利益還元を重要な政策と位置づけておりますが、当期においても繰越損失を解消するにいたらず、

引続き無配といたしました。一期でも早く繰越損失を解消し、復配を実現できるようにする所存であります。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

 当事業年度における取得自己株式 134   18,396   

 当期間における取得自己株式 26   2,860   

区分 

当事業年度 当期間 

株式数

（株） 
処分価額の総額

（円） 
株式数

（株） 
処分価額の総額

（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － － 

消却の処分を行った取得自己株式 － － － － 

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った取得自

己株式 
－ － － － 

その他 － － － － 

保有自己株式数 4,678 － 4,704 － 



 ４【株価の推移】
 

  （1）【最近5年間の事業年度別最高・最低株価】 
  

  （注）1.平成16年5月7日に東京証券取引所、大阪証券取引所市場第一部から市場第二部に指定替えとなっております。 

     2.期別最高・最低株価は、第91期から第92期及び第93期併合前は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

     3.平成16年5月7日に普通株式５株を１株に併合しており、括弧内、第94期及び第95期は併合後の東京証券取引所市場第二

部における株価であります。 
  
  （2）【最近6月間の月別最高・最低株価】 
  

（注）月別最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

回次 第91期 第92期 第93期 第94期 第95期 

決算年月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 

最高（円） 42 73 124（353） 223 172 

最低（円） 19 20 40（152） 163  76 

月別 平成18年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 

最高（円） 126 119 117 108 102 105 

最低（円） 106 108 103 100  76  86 



 ５【役員の状況】 

  （注）1.大阪商船三井船舶株式会社は平成11年４月付をもって株式会社商船三井に社名変更されました。 

     2.取締役 竹本 伸一は、会社法第2条第15号に定める社外取締役であります。 

     3.監査役 成実 信吾、奥田 正、豊 文章は、会社法第2条第16号に定める社外監査役であります。 
     4.当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠監査役を2名選出しております。 

  

役名 

  
職名 氏名 

（生年月日） 
略歴 

所有
株式数 
（千株）

代表取締役 

社長 
－ 

黒石 眞 
（昭和22年9月15日生） 

昭和46年４月 
平成９年６月 
平成10年６月 
平成13年６月 
平成15年６月 
平成16年６月 
平成16年10月 
平成17年３月 

大阪商船三井船舶株式会社入社 
同社横浜支店長 

同社大阪支店長 
株式会社商船三井執行役員 
同社常務執行役員 
当社顧問 
当社顧問兼営業本部長 
当社代表取締役社長（現在） 

13 

常務取締役 － 
西原 総二 

（昭和19年3月31日生） 

昭和39年４月 
昭和61年４月 
平成９年３月 
平成15年３月 

大阪商船三井船舶株式会社入社 
同社機関長 
当社取締役（船舶部担当） 
当社常務取締役（現在） 

5 

常務取締役 企画部長 
中村 彰利 

（昭和26年2月17日生） 

昭和50年４月 
平成15年６月 

  
平成16年９月 
平成17年３月 
平成18年３月 

大阪商船三井船舶株式会社入社 
株式会社エム・オー・エル・ジャパン
執行役員 
当社企画部長 
当社取締役企画部長 
当社常務取締役企画部長（現在） 

6 

取締役 
船舶部長 
・ 

総務部長 

平尾 誠二 
（昭和23年1月5日生） 

昭和45年４月 
平成15年３月 
平成16年３月 
平成19年２月 

当社入社 
当社船舶部部長 
当社取締役船舶部長 
当社取締役船舶部長兼総務部長 
（現在） 

6 

取締役 － 
竹本 伸一 

（昭和20年10月7日生） 

昭和43年４月 
平成12年６月 
平成14年７月 
平成18年７月 
  
平成19年３月 

大阪商船三井船舶株式会社入社 
同社常務執行役員 
日本船主責任相互保険組合理事長 
株式会社ダイヤモンドフェリー 
代表取締役社長（現在） 
当社取締役（現在） 

1 

監査役 
（常勤） 

－ 
成実 信吾 

（昭和27年5月29日生） 

昭和51年４月 
平成９年６月 
平成16年６月 
平成19年３月 

大阪商船三井船舶株式会社入社 
同社営業調査室課長 
財団法人環日本海経済研究所勤務 
当社監査役（現在） 

0 

監査役 － 
奥田 正 

（昭和26年10月6日生）

昭和50年４月 
平成14年６月 
平成17年６月 
平成18年３月 

大阪商船三井船舶株式会社入社 
株式会社商船三井財務部長 
同社大阪支店長（現在） 
当社監査役（現在） 

1 

監査役 － 
豊 文章 

（昭和29年3月11日生）

昭和52年４月 
平成14年６月 
平成17年６月 
平成18年３月 

大阪商船三井船舶株式会社入社 
株式会社商船三井定航部業務室長 
同社内部監査室長（現在） 
当社監査役（現在） 

1 

合計 － 8名 ― ― 35

氏名 生年月日 略歴 所有株式数（千株） 

叶  亮 昭和21年４月３日 
昭和44年４月 
平成15年３月 
平成18年４月 

当社入社
当社北九州支店長 
近畿旅客船協会事務局長（現在） 

0 

吉村 勝浩 昭和35年８月25日 
昭和59年４月 大阪商船三井船舶株式会社入社

0 平成17年６月 株式会社商船三井グループ事業部
フェリー・内航グループリーダー（現在） 



 ６【コーポレート・ガバナンスの状況】 
   
   当社は、経営環境の変化に迅速かつ的確に対応できる組織体制の確立と企業経営の透明性の確保に努めております。 
   
  （1） 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等（提出日現在） 

      

 

 取締役会は5名で構成しており、迅速かつ的確な意思決定を行うことの可能な適正規模であると考えております。月1回の定

例取締役会のほか、必要に応じて臨時取締役会を開催しております。取締役会では各取締役が重要事項を全て付議し、業績の

進捗についても対策を検討し決定しております。また、週1回の常務会を開催し、情報の共有化を図っております。なお、平

成19年3月29日の株主総会において、当社と共同運航を行っている株式会社ダイヤモンドフェリーより、社外取締役1名を選任

しております。社外取締役と当社の間に利害関係はありません。 

  

 当社は監査役制度を採用しております。監査役3名は社外監査役であります。監査役3名は重要な意思決定の過程を把握する

ため、取締役会に出席しております。さらに社内の重要な会議に参加し、取締役の職務執行を充分監視できる体制となってお

ります。また、会計監査人と連携し、監査の実効性の向上を図っております。なお、社外監査役3名につきましては、当社と

の利害関係はありません。 

  

 会計監査人の監査は、あずさ監査法人と監査契約を結び、公正な立場での監査が実施されております。当社の会計監査業務

を執行した公認会計士は日根野谷正人、中島久木の2名であります。また、監査業務に係わる補助者の人数は公認会計士6名、

会計士補3名、その他3名となっております。 

  

 顧問弁護士には、必要に応じてアドバイスを受けております。 

  

  （2） リスク管理体制の整備の状況 
  

 当社では、船舶の運航に関して、輸送の安全を確保するため、ＩＳＭコード及び「運行管理規程」により業務を適正かつ円

滑に処理するための責任体制及び業務実施の基準を定めております。また、年末年始等の多客期輸送時には、事前に安全輸送

会議を開催し、関係各所の意思統一を図り、事故防止、混乱回避等に努めております。 

  

  （3） 役員報酬及び監査報酬の内容 
  

  

役員報酬 取締役に対する報酬 44 百万円 

  監査役に対する報酬 15 百万円 

  合計 59 百万円 

監査報酬 
公認会計士法第２条第１項に規
定する業務に基づく報酬 

13 百万円 



第５【経理の状況】
 

  
 1．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

  （1）当社の連結財務諸表は、「海運企業財務諸表準則」（昭和29年運輸省告示第431号）及び「連結財務諸表の用語、様式及び

作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

     なお、前連結会計年度（平成17年1月1日から平成17年12月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方

法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年1月30日内閣府令第5号）附則第2項のただし書きにより、改正前

の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

     また、前連結会計年度（平成17年1月1日から平成17年12月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、当連結会

計年度（平成18年1月1日から平成18年12月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

     ただし、当連結会計年度（平成18年1月1日から平成18年12月31日まで）については、「財務諸表等の監査証明に関する内

閣府令等の一部を改正する内閣府令」（平成18年4月26日内閣府令第56号）附則第2項により、改正前の連結財務諸表規則に

基づいて作成しております。 

  

  （2）当社の財務諸表は、「海運企業財務諸表準則」（昭和29年運輸省告示第431号）及び「財務諸表等の用語、様式及び作成方

法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

     なお、前事業年度（平成17年1月1日から平成17年12月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に

関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年1月30日内閣府令第5号）附則第2項のただし書きにより、改正前の財

務諸表等規則に基づいて作成しております。 

     また、前事業年度（平成17年1月1日から平成17年12月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年度（平

成18年1月1日から平成18年12月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

     ただし、当事業年度（平成18年1月1日から平成18年12月31日まで）については、「財務諸表等の監査証明に関する内閣府

令等の一部を改正する内閣府令」（平成18年4月26日内閣府令第56号）附則第2項により、改正前の財務諸表等規則に基づい

て作成しております。 

  

  

 2．監査証明について 

    当社は、証券取引法第193条の2の規定に基づき、前連結会計年度（平成17年1月1日から平成17年12月31日まで）及び前事業

年度（平成17年1月1日から平成17年12月31日まで）並びに当連結会計年度（平成18年1月1日から平成18年12月31日まで）及び

当事業年度（平成18年1月1日から平成18年12月31日まで）の連結財務諸表及び財務諸表について、あずさ監査法人の監査を受

けております。 

  

  
  



 １【連結財務諸表等】 
  （1）【連結財務諸表】 
   ①【連結損益計算書】  

  

    

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高               

1.海運業収益及びその他役務収益   11,675     12,114     

2.商品売上高   1,261 12,937 100.0 1,175 13,289 100.0 

Ⅱ 売上原価               

1.海運業費用及びその他役務原価   10,440     11,374     

2.商品売上原価   1,059 11,499 88.9 939 12,313 92.7 

  売上総利益     1,437 11.1   976 7.3 

Ⅲ 一般管理費               

1.役員報酬及び従業員給与   616     496     

2.減価償却費   65     54     

3.退職給付引当金繰入額   77     89     

4.資産維持費   92     89     

5.その他 ※1 565 1,417 11.0 513 1,244 9.4 

  営業利益     20 0.1   － － 

  営業損失     － －   267 2.1 

Ⅳ 営業外収益               

1.受取利息   1     1     

2.受取配当金   6     5     

3.持分法投資利益   25     －     

4.業務分担金   14     7     

5.移転補償金   14     －     

6.その他   46 110 0.9 29 44 0.3 

Ⅴ 営業外費用               

1.支払利息   241     213     

2.その他   29 270 2.1 21 234 1.7 

  経常損失     140 1.1   457 3.5 

Ⅵ 特別利益               

1.船舶機関故障解決金   －     217     

2.補助金収入   －     52     

3.固定資産売却益 ※2 －     28     

4.債務免除益   －     18     

5.ゴルフ会員権売却益   － － － 1 317 2.4 

Ⅶ 特別損失               

1.減損損失 ※4 －     438     

2.固定資産売却損 ※3 73     21     

3.固定資産除却損   110 183 1.4 － 459 3.4 

税金等調整前当期純損失     323 2.5   600 4.5 

法人税、住民税及び事業税   14     11     

法人税等還付税額   －     △8     

法人税等調整額   △23 △9 △0.1 △23 △20 △0.2 

少数株主損失     97 0.7   264 1.9 

当期純損失     216 1.7   315 2.4 
      



   ②【連結剰余金計算書】 
  

  
  
  
   ③【連結株主資本等変動計算書】 
  
     当連結会計年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 
  

  

  

  

  
前連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円）

 （資本剰余金の部）       

Ⅰ 資本剰余金期首残高     1,299 

Ⅱ 資本剰余金増加高   － － 

Ⅲ 資本剰余金減少高       

 1.資本準備金取崩による減少   1,299 1,299 

Ⅳ 資本剰余金期末残高     － 

        

 （利益剰余金の部）       

Ⅰ 利益剰余金期首残高     △1,151 

Ⅱ 利益剰余金増加高       

 1.資本準備金取崩による増加   1,299 1,299 

Ⅲ 利益剰余金減少高       

 1.当期純損失   216 216 

Ⅳ 利益剰余金期末残高     △67 
    

  

株主資本 評価・換算差額等 

少数株 
主持分 

純資産
合計 資本金 

利益剰 
余金 

自己 
株式 

株主資 
本合計 

その他 
有価証 
券評価 
差額金 

土地 
再評価
差額金

評価・ 
換算差 
額等合 
計 

平成17年12月31日残高 
（百万円） 

1,368 △67 △1 1,300 20 12 33 1,364 2,698 

連結会計年度中の変動額                   

  当期純損失 － △315 － △315 － － － － △315 

  自己株式の取得 － － △0 △0 － － －  － △0 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

－ － － － △2 － △2 △265 △268 

連結会計年度中の変動額 
合計   （百万円） 

－ △315 △0 △315 △2 － △2 △265 △584 

平成18年12月31日残高 
（百万円） 

1,368 △383 △1 984 18 12 31 1,098 2,114 



   ④【連結貸借対照表】 
  

  
  
  次へ 

  
  

前連結会計年度 
（平成17年12月31日現在） 

当連結会計年度 
（平成18年12月31日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）               

Ⅰ 流動資産               

1.現金及び預金     1,031     1,198   

2.受取手形及び営業未収金 
※3 
※4 

  1,057     1,145   

3.たな卸資産     123     118   

4.その他     289     285   

5.貸倒引当金     △3     △1   

流動資産合計     2,499 16.9   2,745 20.0 

Ⅱ 固定資産               

1.有形固定資産 ※2             

（1）船舶 ※3   8,987     8,176   

（2）建物及び構築物 ※3   512     309   

（3）機械装置及び車両運搬具     84     78   

（4）器具及び備品     24     17   

（5）土地 ※5   1,482     1,170   

有形固定資産合計     11,091 74.9   9,751 71.1 

2.無形固定資産               

（1）公共施設利用権     242     232   

（2）その他     112     109   

無形固定資産合計     355 2.4   342 2.5 

3.投資その他の資産               

（1）投資有価証券 
※1 
※3 

  555     541   

（2）長期貸付金     136     129   

（3）その他長期資産 ※3   247     198   

（4）貸倒引当金     △83     △0   

投資その他の資産合計     856 5.8   868 6.4 

固定資産合計     12,302 83.1   10,962 80.0 

資産合計     14,802 100.0   13,708 100.0 

      



  
  
  次へ 

    
前連結会計年度 

（平成17年12月31日現在） 
当連結会計年度 

（平成18年12月31日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）               

Ⅰ 流動負債               

1.営業未払金     1,318     1,502   

2.短期借入金     31     38   

3.一年以内返済の長期借入金 ※3   839     1,592   

4.未払法人税等     27     17   

5.その他     400     424   

流動負債合計     2,617 17.7   3,575 26.1 

Ⅱ 固定負債               

1.長期借入金 ※3   7,996     6,787   

2.土地再評価に係る繰延税金 
 負債 

※5   9     9   

3.繰延税金負債     159     135   

4.引当金               

（1）退職給付引当金   1,270     1,039     

（2）特別修繕引当金   5 1,275   7 1,046   

5.その他     45     40   

固定負債合計     9,486 64.1   8,018 58.5 

負債合計     12,103 81.8   11,594 84.6 

（少数株主持分）               

少数株主持分     1,364 9.2   － － 

（資本の部）               

Ⅰ 資本金     1,368 9.2   － － 

Ⅱ 利益剰余金     △67 △0.4   － － 

Ⅲ 土地再評価差額金 ※5   12 0.1   － － 

Ⅳ その他有価証券評価差額金     20 0.1   － － 

Ⅴ 自己株式 ※6   △1 △0.0   － － 

資本合計     1,333 9.0   － － 

負債、少数株主持分及び資本合計     14,802 100.0   － － 
      



  

    
前連結会計年度 

（平成17年12月31日現在） 
当連結会計年度 

（平成18年12月31日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

1.資本金     － －   1,368 10.0 

2.利益剰余金     － －   △383 △2.8 

3.自己株式     － －   △1 △0.0 

  株主資本合計     － －   984 7.2 

Ⅱ 評価・換算差額等               

1.その他有価証券評価差額金     － －   18 0.1 

2.土地再評価差額金 ※5   － －   12 0.1 

  評価・換算差額合計     － －   31 0.2 

Ⅲ 少数株主持分     － －   1,098 8.0 

純資産合計     － －   2,114 15.4 

負債純資産合計     － －   13,708 100.0 
      



   ⑤【連結キャッシュ・フロ－計算書】 

  
  
  次へ 
  

    
前連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロ－       

税金等調整前当期純損失   △323 △600 

減価償却費   1,100 1,085 

持分法による投資損益（益：△）   △25 9 

債務免除益   － △18 

有形固定資産売却益   － △28 

ゴルフ会員権売却益   － △1 

減損損失   － 438 

有形固定資産除却損   110 － 

有形固定資産売却損   73 21 

貸倒引当金の減少額   △11 △83 

退職給付引当金の減少額   △206 △231 

特別修繕引当金の増加額   1 1 

受取利息及び受取配当金   △8 △7 

支払利息   241 213 

売上債権の増加額   △184 △87 

たな卸資産の増減額（増加：△）   △9 4 

仕入債務の増加額   530 184 

未払消費税等の減少額   △17 △14 

その他   △150 108 

小計   1,117 993 

利息及び配当金の受取額   10 8 

利息の支払額   △241 △215 

法人税等の支払額   △32 △22 

法人税等の還付額   － 8 

営業活動によるキャッシュ・フロ－   854 772 



  
  
  次へ 

    
前連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロ－       

有形固定資産の取得による支出   △137 △257 

有形固定資産の売却による収入   112 86 

無形固定資産の取得による支出   △54 △9 

投資有価証券の取得による支出   △0 △3 

ゴルフ会員権の売却による収入   － 6 

貸付による支出   △41 △22 

貸付金の回収による収入   35 26 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △85 △173 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロ－       

短期借入金の純増額   6 7 

長期借入による収入   229 5,688 

長期借入金の返済による支出   △983 △6,126 

少数株主からの払込による収入   10 － 

少数株主への配当金の支払額   △57 △1 

その他   △18 － 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △815 △432 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   － － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額   △46 166 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   1,076 1,029 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※ 1,029 1,196 
   



〔継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況〕 

  
  
  次へ 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

  

前連結会計年度において、提出会社は、株式会社商船

三井並びに株式会社三井住友銀行を割当先とする25億9

千9百万円の第三者割当増資を完了し、また、株式会社

三井住友銀行から借入金14億円について債務免除を受

け、債務超過の状態を解消しました。 

当連結会計年度においては営業利益を計上しておりま

すが、経常損失及び当期純損失の発生が継続している状

況にあるため、継続企業の前提に関する重要な疑義が存

在しております。 

提出会社は、平成16年度から平成20年度までの5年間

を実施期間とする「経営改善計画」を策定、実行してお

り、営業損益、経常損益とも黒字化を達成しております

が、燃料油価格の高騰により、計画に比べ減益となって

おります。このため、運賃値上げ、及び燃料油価格変動

調整金の導入等の対応策を実施することとし、平成17年

12月27日開催の取締役会において、従来の計画を一部修

正した「修正改善計画」を策定しており、引続き当該計

画の着実な達成に向け、損益基盤と財務体質の改善に努

める所存です。 

  

 なお、連結財務諸表は継続企業を前提として作成され

ており、このような重要な疑義の影響を連結財務諸表に

は反映しておりません。 
  

  
提出会社は、平成16年度において、株式会社商船三井

並びに株式会社三井住友銀行を割当先とする第三者割当

増資を実施し、また、株式会社三井住友銀行による債務

免除を受け、債務超過の状態を解消するとともに、平成

20年度までの5年間を実施期間とする「経営改善計画」及

び、その後の燃料油価格の高騰に対応した運賃値上げ、

並びに燃料油価格変動調整金の導入等の施策を織込んだ

「修正改善計画」を策定、実行してきました。 

しかしながら、燃料油価格は更なる上昇を続け、その

影響を全て運賃に転嫁することは困難であること、及

び、他の輸送機関との競争が激化していること等によ

り、当連結会計年度においては営業損失を計上してお

り、経常損失及び当期純損失の発生が継続している状況

にあるため、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在

しております。 

提出会社は、燃料油価格の高騰が継続している現状を

踏まえ、平成19年2月14日開催の取締役会において、以下

の内容を骨子とする「中期経営計画（平成19年度から平

成21年度まで）」を策定いたしました。 

  

（1）物流スペースの有効活用及びロング貨物への傾斜

を促進するとともに、運航スケジュール及び寄港地

を見直しコスト削減を図る。 

（2）共同運航を実施している株式会社ダイヤモンドフ

ェリーの新造船導入（平成20年度予定）によるスペ

ース増強を梃子に、最適航路・投入船腹を策定し、

貨物の増量を図るとともに、等級・料金の見直しを

行い、旅客・乗用車客の誘致を図る。 

（3）構造的な外部環境の変化に対応し、損益の向上を

図るため、現在の別府航路の運航体制の見直しを含

む抜本的施策の検討を進める。 

  

これにより平成19年度以降は、営業損益、経常損益と

もに黒字化を達成できる見通しであり、商船三井グルー

プのフェリー会社の1社として、引続き同社の支援のも

と、当該計画の着実な達成に向け、損益基盤と財務体質

の改善に努める所存です。 

  

なお、連結財務諸表は継続企業を前提として作成され

ており、このような重要な疑義の影響を連結財務諸表に

は反映しておりません。 
  



〔連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項〕 

  
  
  次へ 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

  

1．連結の範囲に関する事項 

（1）連結子会社の数   ８社 

連結子会社の名称は、第１「企業の概況」の３

「事業の内容」に記載しているため省略しておりま

す。 

前連結会計年度において連結子会社でありました

㈱関汽トラベルエージェンシーは、会社清算結了に

より連結子会社から除外しております。 

  

  

1．連結の範囲に関する事項 

（1）連結子会社の数   ８社 

連結子会社の名称は、第１「企業の概況」の３

「事業の内容」に記載しているため省略しておりま

す。 

  

（2）非連結子会社の名称等 

非連結子会社…㈱ケイ・マリンズ 

（連結の範囲から除いた理由） 

非連結子会社の総資産、売上高、当期純損益及び

利益剰余金は、いずれも少額であり、全体としても

連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため連

結の範囲から除外しております。 

  

（2）非連結子会社の名称等 

非連結子会社…㈱ケイ・マリンズ 

（連結の範囲から除いた理由） 

  

同   左 

2．持分法の適用に関する事項 

（1）持分法を適用した非連結子会社 １社 

 子会社名   ㈱ケイ・マリンズ 

（2）持分法を適用した関連会社   ３社 

 関連会社名  高松商運㈱ 

        明石大橋総合サービス㈱ 

        高松エクスプレス㈱ 

  

2．持分法の適用に関する事項 

（1）持分法を適用した非連結子会社 １社 

 子会社名   ㈱ケイ・マリンズ 

（2）持分法を適用した関連会社   ３社 

 関連会社名  高松商運㈱ 

        明石大橋総合サービス㈱ 

        高松エクスプレス㈱ 

  

3．連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の決算日は12月31日であり、連結財務諸

表提出会社と一致しております。 

  

3．連結子会社の事業年度等に関する事項 

同  左 



  
  
  次へ 

前連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 

至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年12月31日） 

  
4．会計処理基準に関する事項 
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 
  その他有価証券 
   時価のあるもの 
    決算日の市場価格等に基づく時価法 
    （評価差額は全部資本直入法、売却原価は

移動平均法） 
   時価のないもの 
    移動平均法による原価法 
②たな卸資産（貯蔵品） 

  
4．会計処理基準に関する事項 
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 
  その他有価証券 
   時価のあるもの 
    決算日の市場価格等に基づく時価法 
    （評価差額は全部純資産直入法、売却原価

は移動平均法） 
   時価のないもの 

移動平均法による原価法 
②たな卸資産（貯蔵品） 

 イ．評価基準…… 
 ロ．評価方法…… 

原価基準 
燃料油は最終仕入原価法、そ

の他の貯蔵品は主として個別

法 
  

同  左 

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 
 イ．船舶：定額法 
   なお、耐用年数は18年であります。 

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産……………同  左 
  
  

 ロ．その他の有形固定資産：定率法 
   但し、平成10年4月1日以降取得の建物につい

ては、定額法を採用しております。 
   また、建物については、平成10年度の税制改

正により耐用年数の短縮が行われております

が、改正前の耐用年数を継続して適用してお

ります。 
   なお、主な耐用年数は次のとおりでありま

す。 
    建物及び構築物     3～65年 
    機械装置及び車両運搬具 2～17年 
  

  
    
  
  
  

②少額減価償却資産…… 取得価額が10万円以上20
万円未満の減価償却資産

については、法人税法の

規定に基づく3年均等償却

法を採用しております。 
  

②少額減価償却資産…… 同  左 

③無形固定資産………… 定額法 
なお、ソフトウェアにつ

いては社内における利用

可能期間（5年）に基づく

定額法によって償却して

おります。 
  

③無形固定資産………… 同  左 



  
  
  
  次へ 

前連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 

至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年12月31日） 

  

（3）重要な引当金の計上基準 

  

（3）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金  ： 債権の貸倒に備えるため、一

般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。 

①貸倒引当金  ：同  左 

②退職給付引当金： 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務（簡便法）及

び年金資産に基づき計上して

おります。 

なお、会計基準変更時差異に

ついては、15年による按分額

を費用処理しております。 

②退職給付引当金：同  左 

③特別修繕引当金： 船舶安全法による船舶の定期

検査工事費用の支出に充てる

ため、将来の修繕見積額に基

づき計上しております。 

  

③特別修繕引当金：同  左 

（4）収益及び費用の計上基準 

貨物運賃並びに自動車航送運賃は積切時、船客運

賃は乗船時に収益に計上しており、又、運航費はこ

れに対応して貨物、自動車の揚切時及び船客の下船

時までのものを計上し、船費並びに借船料は発生主

義により計上しております。 
  

（4）収益及び費用の計上基準 

同  左 
  

（5）重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 
  

（5）重要なリース取引の処理方法 

同  左 
  

（6）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理の方法 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式に

よっております。 
  

（6）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理の方法 

同  左 



  
  
  次へ 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

  

5．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価については、全面

時価評価法を採用しております。 

  

  

5．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

同  左 

6．連結調整勘定の償却に関する事項 

連結調整勘定の償却については、5年間の均等償却

を行っております。但し、連結調整勘定の金額が僅少

である場合は、発生時の損益として処理しておりま

す。 

  

6．連結調整勘定の償却に関する事項 

同  左 

7．利益処分項目等の取扱いに関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分又は損失

処理について、連結会計年度中に確定した利益処分又

は損失処理に基づいて作成しております。 

  

7．利益処分項目等の取扱いに関する事項 

  

―――― 

  

8．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金

及び現金同等物）は、手許現金、随時引出可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わない取得日から3ヶ月以内に

償還期限の到来する短期投資からなっております。 

  

8．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

同  左 



〔連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更〕 

  

  

〔表示方法の変更〕 

  
  次へ 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

  
  

―――――――― 
  

  

  
（固定資産の減損に係る会計基準） 

当連結会計年度より、「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14年8月9日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準委員会 企業会計基準適用指針第6号 平成15年10

月31日）を適用しております。 

これにより、税金等調整前当期純損失が438百万円増加

しております。セグメント情報に与える影響は、当該箇

所に記載しております。 

なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務

諸表規則に基づき、各資産の金額から直接控除しており

ます。 

  
  
  
  

―――――――― 
  
  
  
  
  
  

  
  

  
  

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 企業会計

基準第5号 平成17年12月9日）及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会

計基準委員会 企業会計基準適用指針第8号 平成17年12

月9日）を適用しております。 

従来の資本の部の合計に相当する金額は、1,015百万円

であります。 

なお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年

度における連結貸借対照表の純資産の部について、改正

後の連結財務諸表規則により作成しております。 

  

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

（連結損益計算書関係）  

 前連結会計年度まで営業外収益の「その他」に含めて

表示しておりました「業務分担金」（前連結会計年度8百

万円）は、営業外収益の総額の10/100超であるため、当

連結会計年度より区分掲記しております。 

  

  

  

―――――― 

  

―――――― 

  

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）  

 前連結会計年度まで区分掲記しておりました営業活動

によるキャッシュ・フローの「有形固定資産除却損」

（当連結会計年度6百万円）は、重要性が低下したため、

営業活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含め

て表示しております。 

  



〔注記事項〕 
（連結損益計算書関係） 
  

  
  
  次へ 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

  
※1．一般管理費の「その他」には、貸倒引当金繰入額

が0百万円含まれております。 
  

  
―――――― 

―――――― ※2．固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 

          船舶 28百万円   

    

※3．固定資産売却損の内容は次のとおりであります。 ※3．固定資産売却損の内容は次のとおりであります。 

  船舶 60百万円     建物及び構築物 20百万円   

  建物及び土地 12百万円     車両運搬具 0百万円   

    

  

  

―――――― 

※4.減損損失 

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産

グループについて減損損失を計上しております。 

  

場所：兵庫県明石市及び 

   兵庫県淡路市 

用途：事業用資産（賃貸不動産） 

種類：建物及び構築物、土地 

  

当社グループは、原則として、継続的に収支の把握を

行っている管理会計上の区分（事業別、会社別）を単位

としてグルーピングを行っております。 

上記の事業用資産については、営業活動から生ずる損

益が継続してマイナスであるため、帳簿価額を回収可能

価額まで減額し、当該減少額438百万円を減損損失として

特別損失に計上しております。 

なお、回収可能価額は不動産鑑定評価額に基づく正味

売却価額により測定しております。 

  

減損損失の内訳 

 建物及び構築物 126百万円 

 土地      311百万円 

  



  
（連結株主資本等変動計算書関係） 
  

  
  
  次へ 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

  

  

1.発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び

株式数に関する事項 

  
  
  
  
  

―――――― 

  発行済株式 自己株式 

（普通株式） （普通株式） 

（株） （株） 

前連結会計年
度末株式数 

39,531,200 4,767 

当連結会計年
度増加株式数 

－ 134 

当連結会計年
度減少株式数 

－ － 

当連結会計年
度末株式数 

39,531,200 4,901 

  
   自己株式の増加は、単元未満株式の買取によるも
のであります。 

  



（連結貸借対照表関係）
 

  
 次へ 

前連結会計年度 
（平成17年12月31日現在） 

当連結会計年度 
（平成18年12月31日現在） 

  
※1．各科目に含まれている非連結子会社及び関連会社

に対するものは次のとおりであります。 
  

※1．各科目に含まれている非連結子会社及び関連会社
に対するものは次のとおりであります。 

  投資有価証券（株式） 365 百万円 投資有価証券（株式） 353 百万円

  
※2．有形固定資産の減価償却累計額 

  
※2．有形固定資産の減価償却累計額 

 14,967 百万円  15,659 百万円

※3．担保資産及び担保付債務 
（1）担保に供している資産 

※3．担保資産及び担保付債務
（1）担保に供している資産 

  受取手形 31 百万円 受取手形 43 百万円

  船舶 8,553 百万円 船舶 7,730 百万円

  建物 137 百万円 建物 98 百万円

  投資有価証券 312 百万円 投資有価証券 297 百万円

  その他長期資産 11 百万円 その他長期資産 6 百万円

  合計 9,046 百万円 合計 8,175 百万円

        
（2）担保付債務 （2）担保付債務

  一年以内返済の長期借入金 839 百万円 一年以内返済の長期借入金 1,592 百万円

  長期借入金 7,968 百万円 長期借入金 6,759 百万円

  合計 8,808 百万円 合計 8,352 百万円 
保証債務 
高松エクスプレス㈱のリース契約による支払債
務173百万円に対し、当社を含め2社連帯の保証を
行っております。 

  

  

―――――― 

※4．連結会計年度末日満期手形の会計処理について
は、当連結会計年度末日は金融機関の休日であり
ましたが、満期日に決済が行われたものとして処
理しております。当連結会計年度末日満期手形は
次のとおりであります。 

※4．連結会計年度末日満期手形の会計処理について
は、当連結会計年度末日は金融機関の休日であり
ましたが、満期日に決済が行われたものとして処
理しております。当連結会計年度末日満期手形は
次のとおりであります。 

  受取手形 10 百万円 受取手形 20 百万円

  
※5．土地の再評価に関する法律（平成10年3月31日公布

法律第34号）に基づき、事業用土地の再評価を行
い、評価差額については、当該評価差額に係る税
金相当額を「土地再評価に係る繰延税金負債」と
して負債の部に計上し、これを控除した金額を
「土地再評価差額金」として資本の部に計上して
おります。 
 再評価を行った日  平成13年12月31日 
 再評価の方法 
土地の再評価に関する法律施行令（平成10年
3月31日公布政令第119号）第２条第３号に定
める固定資産税評価額に基づいて算出してお
ります。 
同法律第10条に定める再評価を行った事業用
土地の当連結会計年度末における時価の合計
額から当該事業用土地の再評価後の帳簿価額
の合計額を控除した差額   △3百万円 

※5．土地の再評価に関する法律（平成10年3月31日公布
法律第34号）に基づき、事業用土地の再評価を行
い、評価差額については、当該評価差額に係る税
金相当額を「土地再評価に係る繰延税金負債」と
して負債の部に計上し、これを控除した金額を
「土地再評価差額金」として純資産の部に計上し
ております。 
 再評価を行った日  平成13年12月31日 
 再評価の方法 
土地の再評価に関する法律施行令（平成10年
3月31日公布政令第119号）第２条第３号に定
める固定資産税評価額に基づいて算出してお
ります。 
同法律第10条に定める再評価を行った事業用
土地の当連結会計年度末における時価の合計
額から当該事業用土地の再評価後の帳簿価額
の合計額を控除した差額    △5百万円 

  
※6．当社及び持分法を適用した関連会社が保有する自

己株式数は、次のとおりであります。 
―――――― 

  普通株式 4,767株       
    



（連結キャッシュ・フロー計算書関係）
 

  

  
  
  次へ 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

  

※1.現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

  

※1.現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

  （平成17年12月31日現在）     （平成18年12月31日現在）   
  現金及び預金勘定 1,031百万円     現金及び預金勘定 1,198百万円   

預金期間が３ヶ月を超える

定期預金 
△2百万円 

    預金期間が３ヶ月を超える

定期預金 
△2百万円 

  

  現金及び現金同等物 1,029百万円     現金及び現金同等物 1,196百万円   

            



（リース取引関係）
 

  
  
  次へ 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

  

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

1.リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 
  

  
機械装置及び 
車両運搬具 
（百万円） 

器具及び備品 
（百万円） 

合計 
（百万円）

取得価額 
相当額 4 112 116 

減価償却 
累計額 
相当額 

3 21 24 

期末残高 
相当額 1 90 92 

  

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

1.リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 
  

  
機械装置及び 
車両運搬具 
（百万円） 

器具及び備品 
（百万円） 

合計 
（百万円）

取得価額 
相当額 7 112 120 

減価償却 
累計額 
相当額 

4 37 41 

期末残高 
相当額 3 75 78 

  
2.未経過リース料期末残高相当額 

1 年 内 19 百万円
1 年 超 72 百万円

合  計 92 百万円

  
2.未経過リース料期末残高相当額 

1 年 内 19 百万円
1 年 超 58 百万円

合  計 78 百万円

 なお、取得価額相当額及び未経過リース料期末残

高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しております。 
  

  

同  左 
  

3.支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 23 百万円

減価償却費相当額 23 百万円

3.支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 20 百万円

減価償却費相当額 20 百万円

  

4.減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする
定額法によっております。 

  

  

4.減価償却費相当額の算定方法 

同  左 

  



（有価証券関係）
 

前連結会計年度（平成17年12月31日現在） 

 1．その他有価証券で時価のあるもの 

  

 2．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

 3．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額 

  
当連結会計年度（平成18年12月31日現在） 

 1．その他有価証券で時価のあるもの 

  
 2．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 
  

 3．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額  

  次へ 

  種 類 
取得原価 

（百万円） 

連結貸借対照表 

計上額（百万円） 

差 額 

（百万円） 

連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えるもの 

（1）株 式 5 19 14 

（2）債 券 0 0 0 

小 計 5 20 14 

連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えないもの 

（1）株 式 － － － 

（2）債 券 － － － 

小 計 － － － 

合   計 5 20 14 

  連結貸借対照表計上額 

（百万円） 

     その他有価証券   

        非上場株式 169 

種  類 
1年以内 

（百万円） 

1年超5年以内 

（百万円） 

5年超10年以内 

（百万円） 

10年超 

（百万円） 

     債 券         

       地方債等 － 0 － － 

  種 類 
取得原価 

（百万円） 

連結貸借対照表 

計上額（百万円） 

差 額 

（百万円） 

連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えるもの 

（1）株 式 5 18 13 

（2）債 券 0 0 0 

小 計 5 19 13 

連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えないもの 

（1）株 式 － － － 

（2）債 券 － － － 

小 計 － － － 

合   計 5 19 13 

  連結貸借対照表計上額 

（百万円） 

     その他有価証券   

        非上場株式 169 

種  類 
1年以内 

（百万円） 

1年超5年以内 

（百万円） 

5年超10年以内 

（百万円） 

10年超 

（百万円） 

     債 券         

       地方債等 0 － － － 



（デリバティブ取引関係）
 

     前連結会計年度（自 平成17年１月1日 至 平成17年12月31日） 

       当社及び連結子会社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

     当連結会計年度（自 平成18年１月1日 至 平成18年12月31日） 

       当社及び連結子会社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

  

（退職給付関係） 

  
  
  次へ 

前連結会計年度 
（平成17年12月31日現在） 

当連結会計年度 
（平成18年12月31日現在） 

  

1．採用している退職給付制度の概要 

当社及び連結子会社は、確定給付型の制度とし

て、退職一時金制度及び適格退職年金制度を設けて

おります。なお、適格退職年金制度は平成５年12月

から採用しておりますが、平成７年12月から適格退

職年金からの支給割合を50％相当額から65％相当額

に変更しております。 

  

1．採用している退職給付制度の概要 

当社及び連結子会社は、確定給付型の制度とし

て、退職一時金制度及び適格退職年金制度を設けて

おります。なお、適格退職年金制度は平成５年12月

から採用しておりますが、平成７年12月から適格退

職年金からの支給割合を50％相当額から65％相当額

に変更しております。 

なお、平成17年3月より海上従業員に係る適格退職

年金制度を廃止し、退職一時金制度に100％移行して

おります。 

なお、平成17年3月より海上従業員に係る適格退職

年金制度を廃止し、退職一時金制度に100％移行して

おります。 

        

（1）退職一時金制度 設定時期 （1）退職一時金制度 設定時期 

  当社及び連結子会社（5社） 会社設立時等   当社及び連結子会社（5社） 会社設立時等 

（2）適格退職年金制度 設定時期 （2）適格退職年金制度 設定時期 

  当社 平成5年12月   当社 平成5年12月 

        

2．退職給付債務等の内容 2．退職給付債務等の内容 

（1）退職給付債務及びその内訳 （1）退職給付債務及びその内訳 

退職給付債務 △2,139 百万円 退職給付債務 △1,824 百万円 

年金資産 3 百万円 年金資産 6 百万円 

未積立退職給付債務 △2,135 百万円 未積立退職給付債務 △1,818 百万円 

会計基準変更時差異の未処理額 865 百万円 会計基準変更時差異の未処理額 778 百万円 

退職給付引当金 △1,270 百万円 退職給付引当金 △1,039 百万円 

            

（2）退職給付費用の内訳     （2）退職給付費用の内訳     

勤務費用 140 百万円 勤務費用 185 百万円 

会計基準変更時差異の 

       費用処理額 
86 百万円 

会計基準変更時差異の 

       費用処理額 
86 百万円 

退職給付費用 227 百万円 退職給付費用 272 百万円 

  

（3）退職給付債務等の計算基礎 

退職給付債務の計算は簡便法によっており、

在籍者については期末自己都合要支給額を、年

金受給者については直近の年金財政計算上の責

任準備金をもって、退職給付債務とする方法に

よっております。 

また、会計基準変更時差異については15年で

処理しております。 

  

  

（3）退職給付債務等の計算基礎 

  

      同  左  



（税効果会計関係）
 

  
  
  

（ストック・オプション等関係） 

   当連結会計年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

     当社及び連結子会社は、ストック・オプション等を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

前連結会計年度 
（平成17年12月31日現在） 

当連結会計年度 
（平成18年12月31日現在） 

1．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

1．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産    繰延税金資産     

  退職給付引当金繰入限度超過額 502 百万円   退職給付引当金繰入限度超過額 416 百万円 

  貸倒引当金繰入限度超過額 31 百万円   投資有価証券評価損自己否認額 101 百万円 

  投資有価証券評価損自己否認額 99 百万円   ゴルフ会員権評価損自己否認額 64 百万円 

  ゴルフ会員権評価損自己否認額 88 百万円   繰越欠損金 1,073 百万円 

  繰越欠損金 1,077 百万円   その他 17 百万円 

  その他 12 百万円      繰延税金資産小計 1,673 百万円 

     繰延税金資産小計 1,812 百万円   評価性引当額 △1,673 百万円 

  評価性引当額 △1,812 百万円      繰延税金資産合計 － 百万円 

     繰延税金資産合計 － 百万円         

繰延税金負債   繰延税金負債    

  圧縮記帳準備金 153 百万円   圧縮記帳準備金 129 百万円 

  土地再評価益評価差額 9 百万円   土地再評価益評価差額 9 百万円 

  その他有価証券評価益評価差額 5 百万円   その他有価証券評価益評価差額 5 百万円 

     繰延税金負債合計 168 百万円      繰延税金負債合計 144 百万円 

     繰延税金負債の純額 168 百万円      繰延税金負債の純額 144 百万円 

（注）繰延税金負債の純額は、連結貸借対照表の

以下の項目に含まれております。 

（注）繰延税金負債の純額は、連結貸借対照表の

以下の項目に含まれております。 

     固定負債 土地再評価に係る 

        繰延税金負債 
9 百万円 

     固定負債 土地再評価に係る 

        繰延税金負債 
9 百万円 

     固定負債 繰延税金負債 159 百万円      固定負債 繰延税金負債 135 百万円 

2．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

2．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

税金等調整前当期純損失を計上しているため記載

しておりません。 

同   左 

  

    



（セグメント情報） 

   【事業の種類別セグメント情報】 
 前連結会計年度（自 平成17年1月1日 至 平成17年12月31日） 
  

  

  
 当連結会計年度（自 平成18年1月1日 至 平成18年12月31日） 
  

  
（注）1．事業区分の方法及び各区分に属する主要な事業 

役務提供の性格及び販売物を勘案し、類似性のあるものを各々の事業区分にとりまとめております。 

また、これらの事業区分に属する主要な事業は次のとおりであります。 

2．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額はありません。 

3．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額はありません。 

  

  

   【所在地別セグメント情報】 
     前連結会計年度及び当連結会計年度において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため該当

事項はありません。 
   
   【海外売上高】 
     前連結会計年度及び当連結会計年度において、海外売上高がないため該当事項はありません。 
  
  

  

  
海上運送業 
（百万円） 

飲食業・
商品販売業
（百万円）

その他事業
（百万円）

計 
（百万円）

消去又は 
全社 

（百万円） 

連結 
（百万円）

Ⅰ 売上高及び営業損益             
  売上高             
（1）外部顧客に対する売上高 10,683 1,261 991 12,937 － 12,937 
（2）セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
316 191 386 894 （894） － 

計 11,000 1,453 1,378 13,831 （894） 12,937 

  営業費用 10,992 1,466 1,374 13,833 （916） 12,917 

  営業損（△）益 7 △13 3 △1 （△21） 20 

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的支出             
  資産 14,729 379 575 15,684 （881） 14,802 
  減価償却費 1,062 6 30 1,100 － 1,100 
  資本的支出 113 － 24 137 － 137 

  
海上運送業 
（百万円） 

飲食業・
商品販売業
（百万円）

その他事業
（百万円）

計 
（百万円）

消去又は 
全社 

（百万円） 

連結 
（百万円）

Ⅰ 売上高及び営業損益             
  売上高             
（1）外部顧客に対する売上高 11,349 1,175 765 13,289 － 13,289 
（2）セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
313 169 407 890 （890） － 

計 11,662 1,345 1,172 14,180 （890） 13,289 

  営業費用 11,990 1,317 1,161 14,469 （911） 13,557 

  営業損（△）益 △327 27 11 △288 （△20） △267 

Ⅱ 資産、減価償却費、減損損失及び
資本的支出 

            

  資産 13,758 352 433 14,544 （836） 13,708 
  減価償却費 1,049 5 29 1,085 － 1,085 
    減損損失 438 － － 438 － 438 
  資本的支出 220 3 33 258 － 258 

事業区分 主要な事業 

海上運送業 自動車航送事業、旅客輸送事業、海上輸送附属施設賃貸業、船舶貸渡業 

飲食業・商品販売業 飲食業、商品販売業 

その他事業 陸上運送業、海空運代理店業、旅行斡旋業 



   【関連当事者との取引】 
 前連結会計年度（自 平成17年1月1日  至 平成17年12月31日） 
  1.親会社及び法人主要株主等 

  （注）1.資金の借入については、借入利率は市場金利を勘案して合理的に決定しております。 
     2.担保の提供については、㈱商船三井からの借入金の担保として差入れているものであります。 
  
  2.兄弟会社等 

  （注）1.取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 
     2.取引条件及び取引条件の決定方針等 
       市場の実勢価格を参考にして、交渉の上決定しております。 
  
  
 当連結会計年度（自 平成18年1月1日  至 平成18年12月31日） 
  1.親会社及び法人主要株主等 

  （注）1.資金の借入については、借入利率は市場金利を勘案して合理的に決定しております。 
     2.担保の提供については、㈱商船三井からの借入金の担保として差入れているものであります。 
  
  2.兄弟会社等 

  （注）1.取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 
     2.取引条件及び取引条件の決定方針等 
       市場の実勢価格を参考にして、交渉の上決定しております。 
  
  次へ 

属性 
会社等
の名称 

住所 
資本金
（百万円） 

事業の
内容 

議決権
等の被
所有割
合 
（％） 

関係内容 
取引の
内容 

取引
金額 

（百万円） 
科目 

期末
残高 

（百万円） 
役員の
兼任等 

事業上
の関係

その他
の関係
会社 

㈱商船
三井 

大阪市
北区 

64,915
海上運
送業 

（直接）

36.66 
（間接） 
0.72 

転籍
３名 
出向 
1名 

資金の
借入 

資金の
借入 

163

一年以
内返済
の長期
借入金 

 186

長期借
入金 

1,321

担保の
提供 

1,508 － － 

属性 
会社等
の名称 

住所 
資本金
（百万円） 

事業の
内容 

議決権
等の被
所有割
合 

（％） 

関係内容

取引の
内容 

取引
金額 

（百万円） 
科目 

期末
残高 

（百万円） 
役員の
兼任等 

事業上
の関係 

その他
の関係
会社の
子会社 

商船三
井テク
ノトレ
ード㈱ 

東京都
千代田
区 

490 
商品販
売業 

0.06 －
燃料及
び部品
の購入 

燃料及
び部品
の購入 

2,006
営業未
払金 

804

属性 
会社等
の名称 

住所 
資本金
（百万円） 

事業の
内容 

議決権
等の被
所有割
合 
（％） 

関係内容 
取引の
内容 

取引
金額 

（百万円） 
科目 

期末
残高 

（百万円） 
役員の
兼任等 

事業上
の関係

その他
の関係
会社 

㈱商船
三井 

大阪市
北区 

64,915
海上運
送業 

（直接）

36.65 
（間接） 
0.72 

転籍
４名 
  

資金の
借入 

資金の
借入 

5,688

一年以
内返済
の長期
借入金 

616

長期借
入金 

6,393

担保の
提供 

7,009 － － 

属性 
会社等
の名称 

住所 
資本金
（百万円） 

事業の
内容 

議決権
等の被
所有割
合 
（％） 

関係内容

取引の
内容 

取引
金額 

（百万円） 
科目 

期末
残高 

（百万円） 
役員の
兼任等 

事業上
の関係 

その他
の関係
会社の
子会社 

商船三
井テク
ノトレ
ード㈱ 

東京都
千代田
区 

490 
商品販
売業 

0.06 －
燃料及
び部品
の購入 

燃料及
び部品
の購入 

2,623
営業未
払金 

1,100



（１株当たり情報） 

  

（注1）１株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  
（注2）１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  
  
  

（重要な後発事象） 

   該当事項はありません。 

  

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
 至 平成18年12月31日） 

  
１株当たり純資産額 
１株当たり当期純損失 

33.74 円 
5.47 円 

  

１株当たり純資産額 
１株当たり当期純損失 

25.69 円 
7.99 円 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい

ては、潜在株式がないため記載しておりません。 
 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい

ては、潜在株式がないため記載しておりません。 
    

  前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
 至 平成18年12月31日） 

当期純損失 （百万円） 216 315 

普通株主に帰属しない金額 （百万円） － － 

普通株式に係る当期純損失 （百万円） 216 315 

期中平均株式数 （千株） 39,526 39,526 

  前連結会計年度 
（平成17年12月31日現在） 

当連結会計年度 
（平成18年12月31日現在） 

純資産の部の合計額 （百万円） － 2,114 

純資産の部の合計額から控除する金額     

 少数株主持分 （百万円） － 1,098 

普通株式に係る期末の純資産額 （百万円） － 1,015 

期末の普通株式の数 （千株） － 39,526 



   ⑥【連結附属明細表】
 

    【社債明細表】 
      該当事項はありません。 

  
    【借入金等明細表】 
  

（注）1．「平均利率」については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 
2．長期借入金（1年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後5年内における返済予定額は以下のとおりであります。
  

  

  

  （2）【その他】 
      該当事項はありません。 

  
  

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 31 38 1.38 － 

1年以内に返済予定の 
長期借入金 

839 1,592 3.29 － 

長期借入金（1年以内に 
返済予定のものを除く） 

7,996 6,787 1.04 
平成20年～ 
平成27年 

その他の有利子負債 － － － － 

計 8,866 8,417 － － 

  
1年超2年以内 
（百万円） 

2年超3年以内 
（百万円） 

3年超4年以内 
（百万円） 

4年超5年以内 
（百万円） 

長期借入金 1,373 584 584 543 



 ２【財務諸表等】 
  （1）【財務諸表】 
   ①【損益計算書】 

  
  
  次へ 

    
第94期 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

第95期 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 海運業収益               

1.運賃               

（1）自動車航送運賃   7,867     8,580     

（2）船客運賃   2,328     2,341     

（3）貨物運賃   31 10,227   30 10,952   

2.その他海運業収益     441     437   

海運業収益合計     10,668 98.7   11,389 99.7 

Ⅱ 海運業費用               

1.運航費               

（1）自動車航送費   3,256     3,602     

（2）船客費   274     223     

（3）燃料費   1,842     2,448     

（4）港費   312     318     

（5）その他運航費   421 6,107   500 7,094   

2.船費               

（1）船員費   1,348     1,321     

（2）退職給付引当金繰入額   130     138     

（3）船舶消耗品費   212     216     

（4）船舶保険料   68     54     

（5）船舶修繕費   247     333     

（6）特別修繕引当金繰入額   2     2     

（7）船舶減価償却費   920     929     

（8）その他船費   310 3,239   386 3,382   

3.借船料     150     122   

4.その他海運業費用     70     80   

海運業費用合計     9,567 88.5   10,680 93.5 

海運業利益     1,101 10.2   709 6.2 

Ⅲ その他事業収益               

陸上運送業収益     140     28   

その他事業収益合計     140 1.3   28 0.3 

Ⅳ その他事業費用               

陸上運送業費用     137     31   

その他事業費用合計     137 1.3   31 0.3 

その他事業利益     3 0.0   － － 

その他事業損失     － －   2 0.0 

営業総利益     1,104 10.2   706 6.2 

Ⅴ 一般管理費 ※1   1,006 9.3   932 8.2 

営業利益     98 0.9   － － 

営業損失     － －   226 2.0 



  

  

    
第94期 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

第95期 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅵ 営業外収益 ※2             

1.受取利息     13     12   

2.受取配当金     46     29   

3.業務分担金     82     58   

4.移転補償金     14     －   

5.貸倒引当金戻入益     －     13   

6.その他営業外収益     20     14   

営業外収益合計     178 1.7   128 1.1 

Ⅶ 営業外費用               

1.支払利息     242     215   

2.その他営業外費用     25     3   

営業外費用合計     268 2.5   218 1.9 

経常利益     9 0.1   － － 

経常損失     － －   316 2.8 

Ⅷ 特別利益 ※3             

1.船舶機関故障解決金     ―     217   

2.投資有価証券売却益     ―     84   

3.ゴルフ会員権売却益     ―     1   

特別利益合計     ― ―   303 2.7 

Ⅸ 特別損失               

1.関係会社株式評価損     30     17   

2.固定資産除却損     109     －   

特別損失合計     139 1.3   17 0.1 

税引前当期純損失     130 1.2   30 0.2 

法人税、住民税及び事業税     9 0.1   8 0.1 

当期純損失     139 1.3   38 0.3 

前期繰越損失     1,226     －   

当期未処理損失     1,366     －   
      



   ②【損失処理計算書】 
  

  

  
   ③【株主資本等変動計算書】 

  

     第95期（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 
  

  

  

  
  

    
第94期 

株主総会承認日 
（平成18年3月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円）

    

Ⅰ 当期未処理損失     1,366 

Ⅱ 次期繰越損失     1,366 

    

  

株主資本 評価・換算差額等 

純資産
合計 資本金 

利益剰 
余金 

自己
株式 

株主資
本合計 

その他
有価証 
券評価 
差額金 

土地
再評価 
差額金 

評価・ 
換算差 
額等合 
計 

その他利
益剰余金 
繰越利益
剰余金 

平成17年12月31日残高 
（百万円） 

1,368 △1,366 △1 1 1 12 14 15 

事業年度中の変動額                 

  当期純損失 － △38 － △38 － － － △38 

  自己株式の取得 － － △0 △0 － － － △0 

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額） 

－ － － － △0 － △0 △0 

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

－ △38 △0 △38 △0 － △0 △38 

平成18年12月31日残高 
（百万円） 

1,368 △1,404 △1 △37 0 12 13 △23 



   ④【貸借対照表】  

  
  
  次へ 

    
第94期 

（平成17年12月31日現在） 
第95期 

（平成18年12月31日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）               

Ⅰ 流動資産               

1.現金及び預金     273     522   

2.受取手形 
※3 
※5 

  47     63   

3.海運業未収金 ※1   896     981   

4.その他事業未収金     30     14   

5.有価証券     －     0   

6.短期貸付金 ※1   386     419   

7.立替金 ※1   62     28   

8.貯蔵品     77     83   

9.前払費用     57     20   

10.代理店債権 ※1   44     45   

11.その他 ※1   21     25   

12.貸倒引当金     △3     △1   

流動資産合計     1,893 16.5   2,203 20.1 

Ⅱ 固定資産               

1.有形固定資産               

（1）船舶 ※3 21,790     21,998     

減価償却累計額   13,205 8,584   14,135 7,863   

（2）建物 ※3 430     430     

減価償却累計額   307 122   313 117   

（3）構築物   202     209     

減価償却累計額   114 88   120 89   

（4）機械装置   87     87     

減価償却累計額   75 11   76 10   

（5）車両運搬具   16     16     

減価償却累計額   16 0   15 1   

（6）器具及び備品   52     33     

減価償却累計額   37 15   24 8   

（7）土地 ※2   22     22   

有形固定資産合計     8,845 77.3   8,112 74.0 

2.無形固定資産               

（1）公共施設利用権     242     232   

（2）その他     53     51   

無形固定資産合計     296 2.6   283 2.6 



  
  
  次へ 

    
第94期 

（平成17年12月31日現在） 
第95期 

（平成18年12月31日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

3.投資その他の資産               

（1）投資有価証券 ※3   162     156   

（2）関係会社株式 ※3   428     410   

（3）出資金     9     9   

（4）従業員長期貸付金     118     110   

（5）関係会社長期貸付金     349     335   

（6）長期前払費用     0     1   

（7）破産・更生債権等     3     0   

（8）その他長期資産 ※3   164     68   

（9）貸倒引当金     △828     △735   

投資その他の資産合計     407 3.6   356 3.3 

固定資産合計     9,549 83.5   8,753 79.9 

資産合計     11,443 100.0   10,956 100.0 
      



  
  
  次へ 

    
第94期 

（平成17年12月31日現在） 
第95期 

（平成18年12月31日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）               

Ⅰ 流動負債               

1.海運業未払金     1,099     1,317   

2.その他事業未払金     12     5   

3.一年以内返済の長期借入金 ※3   644     976   

4.一年以内返済の 
関係会社長期借入金 

※3   186     616   

5.未払金     32     69   

6.未払費用     97     89   

7.未払法人税等     24     14   

8.未払消費税等     17     2   

9.前受金     28     21   

10.預り金     40     44   

11.代理店債務     25     25   

12.その他     16     20   

流動負債合計     2,226 19.5   3,203 29.2 

Ⅱ 固定負債               

1.長期借入金 ※3   6,637     366   

2.関係会社長期借入金 ※3   1,321     6,393   

3.土地再評価に係る 
繰延税金負債 

※2   9     9   

4.繰延税金負債     0     0   

5.退職給付引当金     1,197     974   

6.特別修繕引当金     5     7   

7.その他     28     26   

固定負債合計     9,201 80.4   7,776 71.0 

負債合計     11,427 99.9   10,980 100.2 

（資本の部）               

Ⅰ 資本金 ※4   1,368 11.9   － － 

Ⅱ 利益剰余金               

当期未処理損失   1,366     －     

利益剰余金合計     △1,366 △11.9   － － 

Ⅲ 土地再評価差額金 ※2   12 0.1   － － 

Ⅳ その他有価証券評価差額金     1 0.0   － － 

Ⅴ 自己株式 ※8   △1 △0.0   － － 

資本合計     15 0.1   － － 

負債資本合計     11,443 100.0   － － 
     



  
  
  次へ 

    
第94期 

（平成17年12月31日現在） 
第95期 

（平成18年12月31日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

1.資本金     － －   1,368 12.5 

2.利益剰余金               

   その他利益剰余金               

繰越利益剰余金   －     △1,404     

   利益剰余金合計     － －   △1,404 △12.8 

3.自己株式     － －   △1 △0.0 

  株主資本合計     － －   △37 △0.3 

Ⅱ 評価・換算差額等               

1.その他有価証券評価差額金     － －   0 0.0 

2.土地再評価差額金 ※2   － －   12 0.1 

  評価・換算差額等合計     － －   13 0.1 

純資産合計     － －   △23 △0.2 

負債純資産合計     － －   10,956 100.0 
     



〔継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況〕 

  
  
  次へ 

第94期 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

第95期 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

  

当社は、前事業年度において、株式会社商船三井並び

に株式会社三井住友銀行を割当先とする25億9千9百万円

の第三者割当増資を完了し、また、株式会社三井住友銀

行から借入金14億円について債務免除を受け、債務超過

の状態を解消しました。 

当事業年度においては、資本準備金12億9千9百万円を

取崩し、損失処理に充当しましたが、当期純損失の発生

が継続しており、当事業年度末の利益剰余金は13億6千6

百万円のマイナスとなっているため、引続き継続企業の

前提に関する重要な疑義が存在しております。 

当社は、平成16年度から平成20年度までの5年間を実

施期間とする「経営改善計画」を策定、実行しており、

営業損益、経常損益とも黒字化を達成しておりますが、

燃料油価格の高騰により、計画に比べ減益となっており

ます。このため、運賃値上げ、及び燃料油価格変動調整

金の導入等の対応策を実施することとし、平成17年12月

27日開催の取締役会において、従来の計画を一部修正し

た「修正改善計画」を策定しており、引続き当該計画の

着実な達成に向け、損益基盤と財務体質の改善に努める

所存です。 

  

なお、財務諸表は継続企業を前提として作成されてお

りこのような重要な疑義の影響を財務諸表には反映して

おりません。 
  

  

当社は、平成16年度において、株式会社商船三井並び

に株式会社三井住友銀行を割当先とする第三者割当増資

を実施し、また、株式会社三井住友銀行による債務免除

を受け、債務超過の状態を解消するとともに、平成20年

度までの5年間を実施期間とする「経営改善計画」及び、

その後の燃料油価格の高騰に対応した運賃値上げ、並び

に燃料油価格変動調整金の導入等の施策を織込んだ「修

正改善計画」を策定、実行してきました。 

しかしながら、燃料油価格は更なる上昇を続け、その

影響を全て運賃に転嫁することは困難であること、及

び、他の輸送機関との競争が激化していること等によ

り、当事業年度においては営業損失及び当期純損失を計

上し、債務超過の状況にあるため、継続企業の前提に関

する重要な疑義が存在しております。 

当社は、燃料油価格の高騰が継続している現状を踏ま

え、平成19年2月14日開催の取締役会において、以下の内

容を骨子とする「中期経営計画（平成19年度から平成21

年度まで）」を策定いたしました。 

  

（1）物流スペースの有効活用及びロング貨物への傾斜

を促進するとともに、運航スケジュール及び寄港

地を見直しコスト削減を図る。 

（2）共同運航を実施している株式会社ダイヤモンドフ

ェリーの新造船導入（平成20年度予定）によるス

ペース増強を梃子に、最適航路・投入船腹を策定

し、貨物の増量を図るとともに、等級・料金の見

直しを行い、旅客・乗用車客の誘致を図る。 

（3）構造的な外部環境の変化に対応し、損益の向上を

図るため、現在の別府航路の運航体制の見直しを

含む抜本的施策の検討を進める。 

  

これにより平成19年度以降は、営業損益、経常損益と

もに黒字化を達成し債務超過を解消できる見通しであ

り、商船三井グループのフェリー会社の１社として、引

続き同社の支援のもと、当該計画の着実な達成に向け、

損益基盤と財務体質の改善に努める所存です。 

  

なお、財務諸表は継続企業を前提として作成されてお

り、このような重要な疑義の影響を財務諸表には反映し

ておりません。 
  



〔重要な会計方針〕 
  

  
  
  次へ 

  第94期 

（自 平成17年１月１日 

至 平成17年12月31日） 

第95期 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年12月31日） 

  
1．有価証券の評価基準
及び評価方法 

  
子会社及び関連会社株式 
移動平均法による原価法 

その他有価証券 
 時価のあるもの 
決算日の市場価格等に基づく時価法 
（評価差額は全部資本直入法、売却
原価は移動平均法） 

 時価のないもの 
移動平均法による原価法 
  

  
子会社及び関連会社株式 
移動平均法による原価法 

その他有価証券 
 時価のあるもの 
決算日の市場価格等に基づく時価法 
（評価差額は全部純資産直入法、売却
原価は移動平均法） 

 時価のないもの 
移動平均法による原価法 

  

  
2．たな卸資産の評価基
準及び評価方法（貯
蔵品） 

  

  
（１）評価基準…原価基準 
（２）評価方法…燃料油は最終仕入原価法、

その他の貯蔵品は個別法 
  

  
同  左 

  
3．固定資産の減価償却
の方法 

  
（１）有形固定資産 

 船舶は定額法によって償却し、船

舶以外の有形固定資産は定率法によ

っております。 

 但し、平成10年4月1日以降取得の

建物については、定額法を採用して

おります。 

 また、建物については、平成10年

度の税制改正により耐用年数の短縮

が行われておりますが、改正前の耐

用年数を継続して適用しておりま

す。 

 なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。 

 船舶            18年 

 建物及び構築物     3～65

年 

 機械装置及び車両運搬具 2～17

年 

  

  
（１）有形固定資産 

同  左 
  

  （２）少額減価償却資産 

 取得価額が10万円以上20万円未満

の減価償却資産については、法人税

法の規定に基づく３年均等償却方法

を採用しております。 

  

（２）少額減価償却資産 
同  左 

  （３）無形固定資産 

 定額法によって償却しておりま

す。 

 なお、ソフトウェアについては社

内における利用可能期間（5年）に

基づく定額法によって償却しており

ます。 

  

（３）無形固定資産 
同  左 



  
  
  次へ 

  第94期 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

第95期 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

  
4．引当金の計上基準 

  
（1）貸倒引当金 

 債権の貸倒に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収不能見込額

を計上しております。 

  

（1）貸倒引当金 

同  左 

（2）退職給付引当金 
 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務（簡

便法）及び年金資産に基づき計上して

おります。 

 なお、会計基準変更時差異について

は、15年による按分額を費用処理して

おります。 

  

（2）退職給付引当金
同  左 

  

（3）特別修繕引当金 
 船舶安全法による船舶の定期検査工

事費用の支出に充てるため、将来の修

繕見積額に基づき計上しております。 

  

（3）特別修繕引当金
同  左 

  

  
5．収益及び費用の計上
基準 

  
 貨物運賃並びに自動車航送運賃は積切
時、船客運賃は乗船時に収益に計上してお
り、又、運航費はこれに対応して貨物、自
動車の揚切時及び船客の下船時までのもの
を計上し、船費並びに借船料は発生主義に
より計上しております。 
  

同  左 

  
6．リース取引の処理 
方法 

  
 リース物件の所有権が借主に移転すると
認められるもの以外のファイナンス・リー
ス取引については、通常の賃貸借取引に係
る方法に準じた会計処理によっておりま
す。 
  

同  左 

  
7．その他財務諸表作成
のための基本となる
重要な事項 

  
消費税等の会計処理の方法 
 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜

方式によっております。 

  

消費税等の会計処理の方法 
同  左 



〔会計処理の変更〕  

  
  
  
〔表示方法の変更〕 

  
  
  
  次へ 

第94期 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

第95期 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

  
  

―――――― 

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当事業年度より、「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年8月9日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

委員会 企業会計基準適用指針第6号 平成15年10月31

日）を適用しております。 

これによる損益に与える影響はありません。 

  

  

  

―――――― 

  
（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準委員会 企業会計基準

第5号 平成17年12月9日）及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基

準委員会 企業会計基準適用指針第8号 平成17年12月9

日）を適用しております。 

従来の資本の部の合計に相当する金額は△23百万円で

あります。 

なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度にお

ける貸借対照表の純資産の部については、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。 

  

第94期 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

第95期 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

  
  

―――――― 

  

（損益計算書関係） 

前事業年度まで営業外収益の「その他」に含めて表示

しておりました「貸倒引当金戻入益」（前事業年度3百

万円）は、営業外収益の総額の10/100超であるため、当

事業年度より区分掲記しております。 

  



〔注記事項〕 
（損益計算書関係） 
  

  
  
（株主資本等変動計算書関係） 

  
  
  
  
  
  
  次へ 

第94期 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

第95期 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

  
※1．一般管理費の主要な費目及びその金額は次のとお

りであります。 
  

  
※1．一般管理費の主要な費目及びその金額は次のとお

りであります。 
  

  （1）給与・報酬額 358百万円   （1）給与・報酬額 338百万円

  （2）退職給付引当金繰入額 61百万円   （2）退職給付引当金繰入額 77百万円

  （3）福利厚生費 77百万円   （3）福利厚生費 76百万円

  （4）資産維持費 99百万円   （4）資産維持費 68百万円

  （5）減価償却費 46百万円   （5）減価償却費 47百万円

  （6）広告宣伝費 40百万円   （6）広告宣伝費 41百万円

  （7）貸倒引当金繰入額 20百万円   （7）支払手数料 55百万円

  （8）支払手数料 55百万円      

  
※2．営業外収益のうち関係会社に対するものは、業務

分担金75百万円、受取配当金41百万円でありま
す。 

  

  
※2．営業外収益のうち関係会社に対するものは、業務

分担金55百万円、受取配当金23百万円でありま
す。 

  
  
  

  

  
※3．特別利益のうち関係会社に対するものは、投資有

価証券売却益84百万円であります。 
  

第94期 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

第95期 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

    
1．自己株式の種類及び株式数に関する事項 
  

       自己株式の種類 普通株式   

       前事業年度末株式数 4,544株   

       当事業年度増加株式数 134株   

――――      当事業年度減少株式数 ―株   

       当事業年度末株式数 4,678株   

     
   当事業年度の増加は、単元未満株式の買取によるも

のであります。 

           



（貸借対照表関係） 
  

  
 次へ 

第94期 
（平成17年12月31日現在） 

第95期 
（平成18年12月31日現在） 

  
※1．関係会社に係る注記 

 区分掲記されたもの以外の関係会社に対する資
産は以下のとおりであります。 

 

※1．関係会社に係る注記 
 区分掲記されたもの以外の関係会社に対する資
産は以下のとおりであります。 

短期貸付金 369 百万円 短期貸付金 399 百万円 

短期貸付金以外の債権合計 132 百万円 短期貸付金以外の債権合計 77 百万円 
       

※2．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公
布法律第34号）に基づき、事業用土地の再評価を
行い、評価差額については、当該評価差額に係る
税金相当額を「土地再評価に係る繰延税金負債」
として負債の部に計上し、これを控除した金額を
「土地再評価差額金」として資本の部に計上して
おります。 
 再評価を行った日 

平成13年12月31日 
 再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（平成10
年3月31日公布政令第119号）第2条第3号に定
める固定資産税評価額に基づいて算出してお
ります。 
同法律第10条に定める再評価を行った事業
用土地の当事業年度末における時価の合計額
から当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の
合計額を控除した差額      △3百万円 

※2．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公
布法律第34号）に基づき、事業用土地の再評価を
行い、評価差額については、当該評価差額に係る
税金相当額を「土地再評価に係る繰延税金負債」
として負債の部に計上し、これを控除した金額を
「土地再評価差額金」として純資産の部に計上し
ております。 
 再評価を行った日 

平成13年12月31日 
 再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（平成10
年3月31日公布政令第119号）第2条第3号に定
める固定資産税評価額に基づいて算出してお
ります。 
同法律第10条に定める再評価を行った事業
用土地の当事業年度末における時価の合計額
から当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の
合計額を控除した差額      △5百万円 

※3．資産のうち下記物件は担保に供しております。 ※3．資産のうち下記物件は担保に供しております。 

（1）種類及び簿価 （1）種類及び簿価 

 流動資産      流動資産    

  受取手形 31百万円    受取手形 43百万円 

 有形固定資産      有形固定資産    

  船舶 8,553百万円    船舶 7,730百万円 

  建物 102百万円    建物 98百万円 

 投資その他の資産      投資その他の資産    

  投資有価証券 104百万円    投資有価証券 98百万円 

  関係会社株式 420百万円    関係会社株式 402百万円 

  その他長期資産 11百万円    その他長期資産 6百万円 

 合計 9,224百万円   合計 8,380百万円 

（2）対応債務    （2）対応債務 

 
一年以内返済の 

長期借入金 
644百万円   

一年以内返済の 

長期借入金 
976百万円 

 
一年以内返済の 

関係会社長期借入金 
186百万円   

一年以内返済の 

関係会社長期借入金 
616百万円 

 長期借入金 6,637百万円   長期借入金 366百万円 

 関係会社長期借入金 1,321百万円   関係会社長期借入金 6,393百万円 

 合計 8,790百万円   合計 8,352百万円 
  

※4．会社が発行する株式総数 105,600 千株 ――――――    

発行済株式総数 39,531 千株      

   



  
  
  次へ 

第94期 

（平成17年12月31日現在） 

第95期 

（平成18年12月31日現在） 

※5．決算期末日満期手形の会計処理については、当事
業年度末日は金融機関の休日でありましたが、満
期日に決済が行われたものとして処理していま
す。当事業年度末日満期手形は次のとおりであり
ます。 

※5．決算期末日満期手形の会計処理については、当事
業年度末日は金融機関の休日でありましたが、満
期日に決済が行われたものとして処理していま
す。当事業年度末日満期手形は次のとおりであり
ます。 

受取手形 10百万円 受取手形 20百万円 

  

 6．資本の欠損の額 
  

1,367百万円 

  

――――― 

  

 7．保証債務 

 高松エクスプレス㈱のリース契約による支払債

務173百万円に対し、当社を含め２社連帯の保証を

行っております。 

――――― 

  

※8．自己株式 

 当社が保有する自己株式数は、次のとおりであ

ります。 

  

  

――――― 

  

  普通株式 
  

4,544株   

 9．配当制限     

    商法施行規則第124条第3号に規定する金額は、 
   １百万円であります。 

――――― 



（リース取引関係）
 

  
  
（有価証券関係） 

  

前事業年度（平成17年12月31日現在） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

当事業年度（平成18年12月31日現在） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  
  
  次へ 

第94期 
（自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日） 

第95期 
（自 平成18年１月１日 
 至 平成18年12月31日） 

  
1．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

（1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額 

相当額及び期末残高相当額 
  

  
車 両 
運搬具 

（百万円） 

器具及び 
備 品 
（百万円） 

合計 
（百万円）

取得価額 
相当額 4 108 113 

減価償却 
累計額 
相当額 

3 18 21 

期末残高 
相当額 1 90 91 

1．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

（1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額 

相当額及び期末残高相当額 
  

  
車 両 
運搬具 
（百万円） 

器具及び 
備 品 

（百万円） 

合計 
（百万円） 

取得価額 
相当額 4 108 113 

減価償却 
累計額 
相当額 

3 36 40 

期末残高 
相当額 0 72 72 

  
（2）未経過リース料期末残高相当額 

1 年 内 18 百万円
1 年 超 72 百万円

合  計 91 百万円

（2）未経過リース料期末残高相当額 

1 年 内 18 百万円
1 年 超 54 百万円

合  計 72 百万円

なお、取得価額相当額及び未経過リース料期

末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、財務諸表等規則第８条の６第２項の規定に

基づき、支払利子込み法により算定しておりま

す。 
  

  

  

同  左 
  

（3）支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 22 百万円

減価償却費相当額 22 百万円

（3）支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 18 百万円

減価償却費相当額 18 百万円

  
（4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。 

 

（4）減価償却費相当額の算定方法 

同  左 

  
  
2．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

1 年 内 7 百万円
1 年 超 － 百万円

合  計 7 百万円

 

2．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

1 年 内 21 百万円
1 年 超 19 百万円

合  計 40 百万円

     



（税効果会計関係）
 

  
  
  次へ 

第94期 
（平成17年12月31日現在） 

第95期 
（平成18年12月31日現在） 

  

1．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  

1．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産    繰延税金資産    

  退職給付引当金繰入限度超過額 481 百万円   退職給付引当金繰入限度超過額 395 百万円 

  貸倒引当金繰入限度超過額 334 百万円   貸倒引当金繰入限度超過額 297 百万円 

  投資有価証券評価損自己否認額 108 百万円   投資有価証券評価損自己否認額 123 百万円 

  ゴルフ会員権評価損自己否認額 86 百万円   ゴルフ会員権評価損自己否認額 64 百万円 

  繰越欠損金 550 百万円   繰越欠損金 677 百万円 

  その他 9 百万円   その他 16 百万円 

     繰延税金資産小計 1,571 百万円      繰延税金資産小計 1,574 百万円 

  評価性引当額 △1,571 百万円   評価性引当額 △1,574 百万円 

     繰延税金資産合計 － 百万円      繰延税金資産合計 ― 百万円 

         

繰延税金負債   繰延税金負債    

  土地再評価益評価差額 9 百万円   土地再評価益評価差額 9 百万円 

  その他有価証券評価益評価差額 0 百万円   その他有価証券評価益評価差額 0 百万円 

     繰延税金負債合計 10 百万円      繰延税金負債合計 9 百万円 

     繰延税金負債の純額 10 百万円      繰延税金負債の純額 9 百万円 

    

2．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

2．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  

税引前当期純損失を計上しているため記載してお

りません。 

  

  

同  左 



（１株当たり情報）  

  
（注1）１株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  
（注2）１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  
  
  
  

（重要な後発事象） 

    該当事項はありません。 

第94期 
（自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日） 

第95期 
（自 平成18年１月１日 
 至 平成18年12月31日） 

  
１株当たり純資産額 
１株当たり当期純損失 
  

  
0.39 円 
3.54 円 

  

    
１株当たり純資産額 
１株当たり当期純損失 

  

  
△0.59 円 
0.97 円 
  

  
  
  
  

  なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい

ては、潜在株式がないため記載しておりません。 

  

  

  なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい

ては、潜在株式がないため記載しておりません。 

  

  

  第94期 
（自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日） 

第95期 
（自 平成18年１月１日 
 至 平成18年12月31日） 

当期純損失 （百万円） 139 38 

普通株主に帰属しない金額 （百万円） － － 

普通株式に係る当期純損失 （百万円） 139 38 

期中平均株式数 （千株） 39,526 39,526 

  第94期 

（平成17年12月31日現在） 

第95期 

（平成18年12月31日現在） 

純資産の部の合計額 （百万円） － △23 

純資産の部の合計から控除する金額 （百万円） － － 

普通株式に係る期末の純資産額 （百万円） － △23 

期末の普通株式の数 （千株） － 39,526 



   ⑤【附属明細表】 
    【有価証券明細表】 
     【株式】 
  

  
  
  
     【債券】 
  

  
  

投資有価証券 
その他 

有価証券 

銘  柄 
株式数 
（株） 

貸借対照表計上額 
（百万円） 

  国道九四フェリー㈱ 67,200 33

  松山観光港ターミナル㈱ 660 32

  大阪ウォーターフロント開発㈱ 400 20

  ㈱名門大洋フェリー 14,000 17

  伊予商運㈱ 217,050 17

  関西国際空港㈱ 240 12

  神戸鳴門ルートサービス㈱ 85 4

  大阪港埠頭ターミナル㈱ 80,000 4

  本四海峡バス㈱ 58 2

  ㈱日本海運会館 5,078 2

  その他（16銘柄） 293,629 8

計 678,400 156

有価証券 
その他 

有価証券 

銘  柄 
券面総額 
（百万円） 

貸借対照表計上額 
（百万円） 

 大阪市債券（９年第２回） 0 0 

計 0 0 



    【有形固定資産等明細表】 

  
  
    【引当金明細表】 
  

  （注）貸倒引当金の当期減少額（その他）は回収等による取崩額であります。 
  

資産の種類 
前期末残高
（百万円）

当 期 

増加額 

（百万円） 

当 期 

減少額 

（百万円）

当期末残高 
（百万円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（百万円） 

当期償却額 

（百万円） 

差引 

当期末残高

（百万円）

 有形固定資産               

  船舶 21,790 208 ― 21,998 14,135 929 7,863 

  建物 430 ― ― 430 313 5 117 

  構築物 202 6 ― 209 120 6 89 

  機械装置 87 1 0 87 76 1 10 

  車輌運搬具 16 0 0 16 15 0 1 

  器具及び備品 52 4 23 33 24 11 8 

  土地 22 ― ― 22 ― ― 22 

  建設仮勘定 ― 230 230 ― ― ― ― 

有形固定資産計 22,602 451 255 22,798 14,685 953 8,112 

 無形固定資産               

  公共施設利用権 352 ― 2 350 117 10 232 

  その他 61 9 ― 71 20 12 51 

無形固定資産計 414 9 2 422 138 22 283 

 長期前払費用 1 1 0 1 0 0 1 

 繰延資産 ― ― ― ― ― ― ― 

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ― 

区  分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 832 1 1 94 737 

特別修繕引当金 5 2 0 ― 7 



  （2）【主な資産及び負債の内容】 
  
 流動資産 
  ①現金及び預金 
  

  
  
  ②受取手形 
   （イ）相手先別内訳 
  

  
  
   （ロ）期日別内訳 
  

  
  
   
  次へ 

区  分 金 額（百万円） 

  現金 16   

  預金    

    当座預金 431   

    定期預金 4   

    その他 69   

小  計 505   

合  計 522  

相 手 先 金 額（百万円） 

    ㈱城東運輸 10   

    ㈲鎧南工業 9   

    菱中海陸運輸㈱ 8   

    ㈲大南急配 6   

    太陽環境㈱ 6   

    その他 21   

合  計 63   

期 日 別 金 額（百万円） 

平成19年   1月 26   

    2月 16   

    3月 14   

    4月 1   

    5月以降 3   

合  計 63   



  ③海運業未収金 
   （イ）相手先別内訳 

  

  
  
   （ロ）海運業未収金の発生及び回収並びに滞留状況 

  

上記金額には消費税等が含まれております。 

  
  
  ④貯 蔵 品 
  

  
  
  
  次へ 

相 手 先 金 額（百万円） 

   臼杵運送㈱ 76  

   エヌエスユー物流サービス㈱ 62  

   興国海運㈱ 41  

   ㈱トミシマ 23  

   丸和運送㈱ 19  

   神山運輸㈱ 19  

   その他 739   

合  計 981  

前期繰越高 
（百万円） 

当期発生高 
（百万円） 

当期回収高 
（百万円） 

次期繰越高 
（百万円） 

回収率 
（％） 

滞留期間 
（日） 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

    A+D  

C 
×100 

    2  

A+B     B  

    365  

896 6,393 6,307 981 86.5 53.6 

区  分 金 額（百万円） 

 燃料    

  重油・軽油（1,550キロリットル） 73  

  潤滑油・雑油（35キロリットル） 6  

小  計 80  

 準備物品    

  その他物品 2  

小  計 2  

合  計 83  



 流動負債
 

  ①海運業未払金 
   （イ）区分別内訳 

  

  
  
   （ロ）相手先別内訳 
  

  

区  分 金 額（百万円） 

   燃料代金 1,097  

   共同運航精算金 72  

   運航費 52  

   船員保険料 40  

   船舶修繕費 19  

   物品代金 19  

   その他 15  

合  計 1,317  

相 手 先 金 額（百万円） 

   商船三井テクノトレード㈱ 1,100  

   ダイヤモンドフェリー㈱ 73  

   大阪府 40  

   関汽商事㈱ 16  

   その他 86  

合  計 1,317  



  ②一年以内返済予定の長期借入金 
  

  
③一年以内返済予定の関係会社長期借入金 

  

  
  
  
 固定負債 

  ①関係会社長期借入金 
  

  
  
  ②退職給付引当金 
  

  
  
  
  （3）【その他】 
      該当事項はありません。 

相 手 先 金 額（百万円） 

   独立行政法人 鉄道建設・運輸施設整備支援機構 685  

   ㈱三井住友銀行 144  

   住友信託銀行㈱ 58  

   ㈱あおぞら銀行 28  

   その他 59  

合  計 976  

相 手 先 金 額（百万円） 

   ㈱商船三井 616  

合  計 616  

相 手 先 金 額（百万円） 

   ㈱商船三井 6,393  

合  計 6,393  

区   分 金 額（百万円） 

   退職給付債務 1,635  

   年金資産 △6  

   未積立退職給付債務 1,629  

   会計基準変更時差異の未処理額 655  

   退職給付引当金 974  



第６【提出会社の株式事務の概要】 
  

  
  

決算期 12月31日 

定時株主総会 3月中 

基準日 12月31日 

株券の種類 10,000株券 1,000株券 100株券 

中間配当基準日 ６月30日 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え   

 取扱場所 大阪市中央区北浜4丁目5番33号 

 株主名簿管理人 住友信託銀行株式会社 証券代行部 

 取次所 住友信託銀行株式会社 全国各支店 

 名義書換手数料 無料 

 新券交付手数料 株券１枚につき300円 

単元未満株式の買取り   

 取扱場所 大阪市中央区北浜4丁目5番33号 

 株主名簿管理人 住友信託銀行株式会社 証券代行部 

 取次所 住友信託銀行株式会社 全国各支店 

 買取手数料 １株あたりの買取価格に１単元の株式数を乗じた合計金額のうち 

  

100万円以下の金額につき 
100万円を超え500万円以下の金額につき 

1.150% 
0.900% 

（円未満の端数を生じた場合には切り捨てる。） 
ただし、１単元あたりの算定金額が2,500円に満たない場合には、2,500円とする。 

公告掲載新聞名 大阪市内において発行する産経新聞 

株主に対する特典 

毎年6月30日及び12月31日現在の株主に対し、下記のとおり株主優待割引券（無記名
式・4割引）を発行いたしております。 
（1）200株以上1,000株まで所有の株主には、200株毎に1枚。 
（2）1,001株以上20,000株まで所有の株主には、1,000株毎に5枚。 
（3）20,001株以上は、前項のほか、20,000株を超える部分については2,000株毎に

5枚。 
（4）発行枚数は、最高500枚まで。 



第７【提出会社の参考情報】 

 1【提出会社の親会社等の情報】
 

当社は、企業内容等の開示に関する内閣府令（昭和48年大蔵省令第5号）第三号様式記載上の注意（49）eに規定する親会社等はあ

りません。 

 
 

 2【その他の参考情報】
 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。
 

 
 

  

 
 

 
 

（1）有価証券報告書及びその添付書類
 事業年度

（第94期） 
（自 平成17年１月１日

 至 平成17年12月31日） 
平成18年3月31日 
近畿財務局長に提出 

（2）半期報告書
 事業年度

（第95期中） 
（自 平成18年１月１日

 至 平成18年６月30日） 
平成18年9月28日 
近畿財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
  
       該当事項はありません。 

  
  



独立監査人の監査報告書
 

 

                       平成18年3月30日

関西汽船株式会社 

 取 締 役 会 御中 

                  あ ず さ 監 査 法 人 

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている関西汽

船株式会社の平成17年1月1日から平成17年12月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、

連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この

連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、関

西汽船株式会社及び連結子会社の平成17年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は経常損失及び当期純損失の発生が継続している状況にあり、継

続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。連結財

務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を連結財務諸表には反映していない。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

 

 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

 （※）上記は、有価証券報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書

提出会社）が別途保管しています。 

 

指定社員 
公認会計士 日根野谷 正人 

業務執行社員 

      

指定社員 
公認会計士 奥 井 康 夫 

業務執行社員 



独立監査人の監査報告書
 

 

                       平成19年3月29日

関西汽船株式会社 

 取 締 役 会 御中 

                  あ ず さ 監 査 法 人 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている関西汽

船株式会社の平成18年1月1日から平成18年12月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、

連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、関

西汽船株式会社及び連結子会社の平成18年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

1. 継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は営業損失を計上しており、経常損失及び当期純損失の発生

が継続している状況にあり、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は

当該注記に記載されている。連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響

を連結財務諸表には反映していない。 

2. 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は、当連結会計年度から

固定資産の減損に係る会計基準を適用している。 

3. 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は、当連結会計年度から

貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準を適用している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

 （※）上記は、有価証券報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書

提出会社）が別途保管しています。 

 

指定社員 
公認会計士 日根野谷 正人 

業務執行社員 

      

指定社員 
公認会計士 中 島 久 木 

業務執行社員 



独立監査人の監査報告書
 

  

平成18年3月30日

関西汽船株式会社 

 取 締 役 会 御中 

                     あ ず さ 監 査 法 人 

  

  

 当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている関西汽

船株式会社の平成17年1月1日から平成17年12月31日までの第94期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計

算書、損失処理計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、関西汽

船株式会社の平成17年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は当期純損失の発生が継続しており、当事業年度末の利益剰余金

は13億６千６百万円のマイナスとなっているため、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対

する経営計画等は当該注記に記載されている。財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑

義の影響を財務諸表には反映していない。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 

 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

 （※）上記は、有価証券報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書

提出会社）が別途保管しています。 

 

  

  

指定社員 
公認会計士 日根野谷 正人 

業務執行社員 

      

指定社員 
公認会計士 奥 井 康 夫 

業務執行社員 



独立監査人の監査報告書
 

  

平成19年3月29日

関西汽船株式会社 

 取 締 役 会 御中 

                     あ ず さ 監 査 法 人 

  

  

 当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている関西汽

船株式会社の平成18年1月1日から平成18年12月31日までの第95期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計

算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、関西汽

船株式会社の平成18年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は債務超過の状況にあり、継続企業の前提に関する重要な疑義

が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。財務諸表は継続企業を前提として作成

されており、このような重要な疑義の影響を財務諸表には反映していない。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 

 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

 （※）上記は、有価証券報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書

提出会社）が別途保管しています。 

 

  

  

指定社員 
公認会計士 日根野谷 正人 

業務執行社員 

      

指定社員 
公認会計士 中 島 久 木 

業務執行社員 
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